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1

第1章 序論

1.1 背景

1.1.1 衛星通信の概要

衛星通信とは，宇宙空間に打ち上げた人工衛星と地上に設置した無線局との通信

であり，地上の無線局間の通信網を衛星で中継することで通信を確立することがで

きる通信システムである．特に地上網が存在しない航空 ·船舶等や，地上のモバイ
ル通信インフラが未発展の山間部 ·離島等の僻地での通信インフラとして必要不可
欠な存在となっている．また一時的な通信手段を設置場所に依存することなく構築

できることから，通信手段が途絶えてしまった災害現場での非常用通信手段として

も重要な通信インフラである．

衛星通信は，その軌道によって通信の特色が大きく異なる．図 1.1に各軌道の衛

星の伝搬時間および自由空間伝搬損失の比較図を示す．衛星通信で主流となってい

る静止衛星 (Geostationary Earth Orbit: GEO)は，地上から約 36,000kmの高度の静止

軌道で地球の自転と同じ速度で周回することで，地上から見てほぼ同じ位置に衛星

を配置することが可能となる．しかしながら，伝搬距離が大きいために自由空間伝

搬損失が大きく，通信の所要電力が大きくなる．また，伝搬遅延が大きいために即

応性が求められる通信に不向きであるという特徴がある．さらに高緯度地域では仰

角が低くなるため，障害物によるブロッキングの問題が生じる．実用例として英国

のインマルサット社の Inmarsat-5は，3機の衛星を用いたKa帯サービスにより，地

球全土でGlobal Xpressサービスを展開している [1]．

これに対し，非静止衛星である低軌道衛星 (Low Earth Orbit: LEO)および中軌

道衛星 (Middle Earth Orbit: MEO)は，それぞれ高度約 700km-1500km程度および

10,000km程度を周回する衛星である．これらの衛星システムは，GEO衛星と比較し
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図 1.1: 静止衛星と低軌道衛星の高度比較

て伝搬距離が小さいために自由空間伝搬損失が小さくなり，通信の所要電力が小さ

くなる特徴がある．また伝搬遅延が小さいことから，低遅延が要求される通信に適

用が可能である．しかし，地上から見て常時位置が変動するため，地上局では衛星

を追跡するシステムが必要となる．また，サービスエリアで連続的な通信を提供す

るために，複数の衛星を用いた運用が必要となる．LEOの実用例としてはイリジウ

ム (高度 780kmにて 66機のLEO衛星を展開)，グローバルスター (高度 1400kmにて

52機の LEO衛星を展開)，MEOの実用例は ICO (高度 10,355kmにて 12機のMEO

衛星を展開)などが挙げられる [2–4]．

長楕円軌道 (Highly Elliptical Orbit: HEO)は，高度約 500kmから約 40,000kmまで

の長楕円軌道を周回する衛星である．高度はGEO以上になるために，自由空間伝搬

損失や伝搬遅延量は大きいが，遠地点では地上局からは衛星の移動速度は緩やかに

見えるために観測時間が長くなる．また高緯度地域においても高仰角に衛星を位置

することが可能となる．HEOの実用例は，衛星測位システムである準天頂衛星「み

ちびき」が挙げられる [5]．

以上のような内容から，衛星通信一つをとっても，各軌道の衛星の仕様を基に様々

な特色を持ち，地上サービスの要求条件に応じた利用がなされている．



3

図 1.2: 衛星通信サービスの周波数とユーザスループット比較

1.1.2 衛星通信の大容量化

ブロードバンド無線通信の需要拡大により，大容量衛星通信が必要とされてい

る．図 1.2は，既存の衛星通信サービスの周波数に対するユーザ単体のスループット

(ユーザスループット)の比較表を示す．GEO衛星システムであるインマルサット社

の BGAN [6]，NTTドコモ社のワイドスター II [7]，MEO衛星である ICO，LEO衛

星システムであるイリジウム社の IRIDIUM [2]，グローバルスターなどは，1GHz帯

(L帯)や 2GHz帯 (S帯)，または 5GHz帯 (C帯)といった周波数を利用している．こ

れらのシステムは，ユーザ端末はハンドヘルド型のような小型端末で．スループッ

トは数百 kbps程度であり，比較的小容量の通信システムである．

これと比較して，高周波数帯である 12 GHz∼14 GHz (Ku帯)や 20 GHz∼30 GHz

(Ka帯)は広帯域を確保できるため，大容量衛星通信サービスを提供可能としている．

このような周波数帯は端末も大型化するため，主に車載や船舶，航空用途に利用さ

れる．特に船舶 ·航空機Wi-Fiサービスの普及に伴い，そのバックホール回線として
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多用されている衛星通信サービスの大容量化のニーズがますます高まっていると言

える．Ku帯においては，国内ではスカパー JSAT社が Exbirdを，タイのタイコム社

が IPSTARを提供している [8]．Ka帯においては，前述の Inmarsat-5が，航空機 ·船
舶向けにダウンリンク (基地局から端末局までの伝送路)50Mbps，アップリンク (端

末局から基地局までの伝送路)5Mbpsの大容量衛星通信サービスを展開している [1]．

Viasat社のViasat-1は，北米向けのKa帯衛星通信サービスであり，システム全体の

スループット (システムスループット)は 140Gbps，ユーザスループットは航空機向

けにダウンリンク 70Mbps，アップリンク 2.5Mbpsのサービスを展開している [9]．

LEO衛星に関しても，OneWebや SpaceXといった事業者が，Ku帯やKa帯を用い

た大容量LEO衛星サービスを展開する計画を立てている [10]．このように，衛星通

信サービスは高周波数帯になるにしたがって大容量化していることがわかり，1.1節

で説明した衛星軌道よりも，サービス提供する周波数帯に依存することが分かる．

また，衛星通信の更なる大容量化として注目されているハイスループット衛星

(High Throughput Satellite: HTS) は，従来の衛星通信システムに比べて非常に高ス

ループットの伝送を実現することを目的とした次世代衛星通信である．HTSでは，

Ku帯，Ka帯といった帯域の利用はもちろん，衛星-基地局間のフィーダリンクにお

いて 33 GHz∼50 GHz (Q帯)や 50 GHz∼75 GHz (V帯)といったさらに高い周波数帯

を利用することが検討されている [11–14]．さらにカバレッジの狭い局所的なビーム

(スポットビーム)を複数並べることで，独立したサービスエリアを広範囲に多数形

成する「マルチビームシステム」を，通常よりも高密度に多数配置することで，周

波数利用効率向上を実現している．マルチビームシステムにおいては，干渉が生じ

ない離れたスポットビームエリア間で同一周波数を再利用する「周波数繰り返し」

を採用することで，システム容量を高めることが可能である．例えば，図 1.3に示

すように，帯域を 3つの周波数帯域に分類し，隣接ビーム間で同じ周波数とならな

いようビーム毎に割り当てられる 3色繰り返しは，システム容量を高めるための既

知の手法である．

このように，現状でも様々な衛星通信サービスにおいて大容量化が検討されてい

るものの，今後の更なる大容量化を見据えると，周波数帯域が枯渇することが懸念

される．HTSのようにQ帯やV帯といった高周波数帯域の利用が検討されているも

のの，降雨時の減衰が激しいために，フィーダリンクにおいて遠隔に配置した複数
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図 1.3: 3色周波数繰り返しのイメージ

の基地局アンテナを用いたサイトダイバーシティの利用を前提としている．よって，

衛星-ユーザ端末間の通信であるサービスリンクでの利用ではダイバーシティを利用

することができず，困難であるとされている [12]．システム全体の大容量のために

はサービスリンクの大容量化も重要であるため，サービスリンクで運用が可能な周

波数帯において周波数利用効率を向上することが必要となる．

1.2 大容量化のためのMIMO技術
無線通信の周波数利用効率向上のニーズに応えるために，様々な技術検討され

ている中，Multi-Input Multi-Output (MIMO)が主流技術の一つであるとされている

[15–20]．この技術は図 1.4(a)のように，送受信機において複数のアンテナを使用す

ることによって，追加の帯域幅を拡張することなくチャネル容量を改善することが

できる．地上サービスでは，WLAN，WiMAX，LTEなどで，主に図 1.4(b)に示す

ような基地局-端末間の通信において，MIMO適用によるマルチストリーム伝送 (複

数の信号を同時に伝送)が採用されたことで，大幅な通信容量の向上がなされてい

る [21–23]．MIMO技術は，送受信機の各アンテナを結ぶ伝搬路が独立した特性を
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(a) MIMO伝送のイメージ (b)地上無線通信でのMIMO適用例 [23]

図 1.4: MIMO(Multi-Input Multi-Output)伝送方式

持つほど伝送容量が向上することが分かっている．チャネルの独立特性の指標を表

すものをチャネル相関といい，チャネル相関が小さいほどアンテナ毎のチャネルが

独立性を持つ．無線通信の伝搬路において，障害物による複数の反射波が異なる伝

搬路から到来するマルチパス波が支配的な「マルチパスリッチ環境」のようなチャ

ネルでは，伝搬路によって異なるフェージング特性を持つことからチャネル相関が

小さくなりやすい傾向にある．このようなチャネルでは，送受信機のアンテナ数に

応じてチャネル容量は線形に増加することが期待できる [24]．

1.3 衛星通信へのMIMO技術適用

1.3.1 衛星MIMO技術の先行研究

衛星通信にMIMOを適用する場合，想定される衛星システム形態のチャネル特性

を明確にする必要がある．衛星通信のシステム形態を大きくわけると，固定設置さ

れた地上局において利用される固定衛星通信 (Fixed Satellite Systems: FSS)と，衛星

携帯電話や車載衛星通信といった移動局において利用される移動衛星通信 (Mobile

Satellite Systems: MSS)によってチャネル特性が異なり，衛星MIMO技術も各シス

テムの特性に応じた方法を検討する必要がある [15]．

FSSは，Ku帯やKa帯といった 10 GHz以上の高周波数での利用が想定されてお
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り，対流圏で発生するフェージングによる影響の考察がなされている [25–27]．特に

このような周波数帯は，電波は雨や雪による散乱と吸収の影響を大きく受け，減衰

量は dB単位で周波数の 2乗と比例する低速なフラットフェージング過程となる [28]．

また，雲や霧による減衰係数の予測モデルについての言及もなされている [29]．そ

の他にも降雨フェージングによる動的なチャネル変化の確率モデルの確立や，対流

圏シンチレーションの影響の考察もなされている [28, 30–34]．FSSでMIMO技術

を適用する場合，上記のようなチャネル特性がMIMOチャネル間の独立性に寄与す

るかが焦点となる．このシステムでは，高周波数帯であることと，広帯域通信が想

定されるため，地上局において高いアンテナ利得が得られる．そのため，アンテナ

径の大きい指向性アンテナの利用が一般的であり，衛星からの直接波成分が優位の

チャネルとなる．ダイバーシティ技術としては，地球局のアンテナを離れた場所に

複数配置することで降雨減衰の対策をとるサイトダイバーシティ技術が提案されて

いる [35–38]．また，軌道の異なる複数衛星によるダイバーシティ技術の提案がなさ

れている [39–41]．複数衛星によるMIMO伝送に関しては，LOS環境においてアン

テナ配置の幾何学的な観点での伝送容量評価の考察がなされている [42–46]．また，

降雨フェージングの影響を考慮した検討もなされている [47–50]．距離が離れた複数

のユーザへの伝送路は低相関チャネルとなることから，マルチユーザ伝送における

MIMO伝送への適用が検討されている [51–57]．また，電場の振動方向が地面に対

して垂直方向である垂直偏波 (Vertical Polarization: 以下，V偏波)と，水平方向であ

る水平偏波 (Horizontal Polarization: 以下，H偏波)を多重して送信する偏波MIMO

伝送方式の検討がなされている [58, 59]．

MSSに関しては，L帯や S帯といった低周波数帯における端末の移動の影響を考

慮した伝搬モデルとなる．このような帯域では，固定衛星通信にような対流圏での

散乱モデルの影響はなくなる．特に都市環境における低仰角の衛星からの伝搬は，

信号の成分としては直接波成分とマルチパス成分が通信に大きな影響を与える [60]．

伝搬モデルに関しては，実験的なアプローチからMSSの狭帯域および広帯域通信を

想定した時間分散モデルの検討がなされている [61,62]．チャネルモデルの時間変動

に関しては，移動速度やマルチパス，シャドーイングの状況に応じて様々なアプロー

チがなされている [63–84]．MSSにおける衛星MIMO適用の検討は，円偏波伝送へ

の適用が大多数である．円偏波は，V·H偏波の位相差を 90◦つけることで伝送する
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方式であり，右回転に伝搬する右旋円偏波 (Right Hand Circular Polarization: RHCP)

と左回転の左旋円偏波 (Left Hand Circular Polarization: LHCP)が存在する．移動衛

星通信システムでは，L∼S帯での低仰角からの衛星通信チャネルにおける右旋 ·左
旋の両円偏波を多重する方法によって，円偏波ダイバーシティを利用した検討がな

されている [85–104]．

1.3.2 本論文が想定する大容量衛星MIMO適用条件

以上のような FSSおよびMSSでの検討がある中，本論文では，地上局において高

アンテナ利得が得られる指向性アンテナを利用した大容量衛星通信システムを想定し

たMIMO適用検討を行う．このような地上局は，大型アンテナを固定設置して利用す

るFSSに該当するが，直径 1m程度のアンテナを利用したVSAT(Very Small Aperture

Terminals)システムという移動体衛星通信システムにも適用されている [105]．

指向性アンテナを用いた衛星 MIMO通信では，屋外での見通し (Line-Of-Sight:

LOS)環境での通信であることと，反射波によるマルチパスの影響が小さいことか

ら，直接波が支配的なチャネル特性となる [106]．このため伝搬路は地上無線のもの

と大きく異なり，マルチパスリッチ環境を想定したMIMO伝送の低相関チャネルの

形成が困難である [107]．

LOS環境でのMIMO伝送では，複数の送信アンテナから 1つの受信アンテナ，ま

たは 1つの送信アンテナから複数の受信アンテナに到達する信号の到来角差が大き

いほど，チャネル相関を下げられる可能性が高くなる．図 1.5には，LOS環境にお

ける送受信局間距離の異なるMIMO伝送路の様子を示す．アンテナ間距離に対して

送受信間距離が大きくなると，複数の送信アンテナからの信号間の到来角差が小さ

くなることが分かる．ここで，単一衛星-単一ユーザ端末において複数アンテナを利

用したMIMO伝送であるシングルユーザMIMO(Single User MIMO: SU-MIMO)を

適用した場合，各局のアンテナ間距離が概ね 1m程度であるのに対して，LEO衛星

だと 1,000km程度，GEO衛星だと 36,000km程度の伝搬距離となり，アンテナ間距

離に比べて多大な伝搬距離であることが分かる．この場合，複数送信アンテナから

の到来角差がほぼ 0に等しくなる．以上のような特徴から，衛星MIMO伝送におけ

る SU-MIMOはチャネル相関が高くなり，周波数利用効率向上は見込めない．
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図 1.5: 異なる送受信局間距離におけるMIMO伝送

1.3.3 本論文が着目する既存衛星MIMO技術

本論文で想定する条件において，適用可能な既存衛星MIMO技術を説明する．衛

星-地上局間通信において低相関MIMOチャネルが形成されるケースとして，以下

の 3例の衛星MIMO技術が存在する．

1. 衛星偏波MIMO技術

2. マルチビーム衛星MIMO技術

3. 複数衛星MIMO技術

1.衛星偏波MIMO技術は，前述の直交するV偏波とH偏波を多重して伝送する偏

波多重方式の一つである．偏波MIMOは送受信機でそれぞれV·H両偏波のアンテナ
を所有し，それぞれの偏波から異なる信号を送受信することで，2倍のスループット
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向上効果が得られる．偏波MIMO技術を用いることで，電子的に送受信機間の偏波

軸を合わせることができ，さらに等化処理を行うことで，衛星において各偏波で異

なる局部発振器を使用していたことによって周波数誤差が生じる環境でも，両偏波

の信号を分離することが可能となる [58,59]．この場合V偏波とH偏波の 2×2MIMO

の形態をとることが考えられるため，衛星MIMO技術の一種として検討がなされて

いる．

2.マルチビーム衛星MIMO技術は，マルチビーム衛星の大容量化技術である．1.1.2

節で述べたHTSの例にもあるように，大容量衛星にはマルチアンテナを搭載し，サー

ビスエリアに 3周波数繰り返しのマルチビームを形成することで，システムスルー

プットの向上を行うことが一般的である [108–110]．これに対し，マルチビーム衛星

MIMO技術は，本システムを 1周波数繰り返しで利用し，複数の地上局に同時に送

信することで，仮想的に複数の受信アンテナを所有する受信局とみなした通信形態

となる．このように送信局が複数アンテナを用いて複数ユーザに対して行うMIMO

伝送を，マルチユーザMIMO (MU-MIMO)と呼ぶ [111]．通信対象には距離の離れ

た地上局を選択することで，衛星の複数の送信アンテナから各地上局への信号の到

来角差をつけることができるため，低相関チャネルを形成することができる．さら

に隣接ビーム間の干渉低減にMIMO技術を適用することで，低干渉の 1周波数繰り

返しのマルチビームシステムを構築することが可能になる．この技術により，マル

チビーム衛星通信の大幅な周波数利用効率の改善を図ることが可能となる．

3.複数衛星MIMO技術は，複数の衛星から同一周波数で空間多重伝送を行い，複

数のアンテナを所有したマルチアンテナ地上局とMIMO伝送を行うものである [46,

106, 112]．ダウンリンクの場合，複数の衛星を経由して送信する基地局をマルチア

ンテナ送信局とみなすことで，送受信局間でMIMO伝送と同等の通信形態であると

考えることができる．この伝送において，離れた場所に配置された複数衛星から送

信された地上局の各アンテナへの信号の到来角差をつけることができるため，低相

関チャネルを形成することが可能となる．

前節までの考察を経て，表 1.1に各衛星MIMO構成の比較を示す．このように，

1.偏波MIMOは直交偏波を利用した多重伝送方式であるため，次元数が 2に制限さ

れ，伝送容量の向上効果が限定的である．これに対し，空間多重方式である 2.マル

チビーム及び 3.複数衛星の次元数は，それぞれビーム数と衛星数に依存する．偏波
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表 1.1: 既存衛星MIMOの技術比較

1. 偏波 2. マルチビーム 3. 複数衛星

MIMO構成 1衛星-1端末 1衛星 複数衛星

(V/H偏波) (マルチビーム) -1端末

-複数端末 (マルチアンテナ)

チャネル相関 0 低 低

低相関チャネル要因 直交化 ユーザ間の長距離化 衛星間の長距離化

MIMO次元数 2 ビーム数 衛星数

による大容量化は既存研究により 2倍の伝送容量向上が確認されていることに対し，

2.マルチビームMIMOと 3.複数衛星MIMOは，次元数の自由度が高いため，大容

量化に大きく寄与できることが期待できる．

1.3.4 衛星MIMO研究動向

図 1.6は，Google scholarにて調査した，衛星MIMOに関する文献投稿件数の遷

移を示したものである [113]．衛星MIMOは 2005年に英国 ·サリー大学にて複数衛
星を用いたMIMO伝送の検討 [112]を開始した例があり，その後無線分野のMIMO

研究全盛の流れを受け，件数が増加している．その中で，空間多重に関連のある研

究は，大きく分けて 1.偏波MIMO，2.マルチビーム衛星MIMO，3.複数衛星MIMO

である．それぞれの件数を表すと，1.偏波MIMOは毎年わずかな投稿件数が存在し，

23は件数が増加している．特に 2.マルチビーム衛星MIMOに関連する研究は著し

く増加していることが分かる．これは，マルチビーム衛星MIMOは特に欧州の宇宙

研究開発に関わる企業 ·機関によって検討されている分野であり，実用化に向けて
検討を進めているところが要因として挙げられる．

これに伴い，2010年以降から年の投稿数が一定の数に増加していることが分かる．

これは，2010年に投稿された代表的な調査論文 [107]にて，衛星MIMOに特化して

様々な研究領域を分類 ·特定し，FSS，MSS，周波数帯といった条件に従って解説を
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図 1.6: 衛星MIMO技術の文献数 (Google Scholarにて 2019年 7月調査結果)

行ったことで，衛星MIMO分野を具体化したことが大きな要因となっていることが

考えられる．本論文の研究は，衛星MIMO研究投稿数が増え始めた 2013年より開

始している．

1.4 本論文の目的

本論文では，衛星MIMO技術を利用した衛星通信システムの更なる大容量化を目

的とする．上記の目的を達成するために，本論文では，以下の 3つ事項を掲げ検討

していく．

• マルチビームGEO衛星システムにおける FSSの大容量化

• LEO衛星システムにおける FSSの大容量化

• 地上局のマルチアンテナパターン推定による取得簡易化
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本論文では，伝送容量の拡張性が高い，複数衛星およびマルチアンテナを利用した

空間多重方式に着目し，GEO衛星および LEO衛星における各システムの大容量化

について検討する．さらにこれらのシステムに共通するマルチアンテナ地上局に必

要なアンテナパターン取得の簡易化に向けた推定手法の精度評価を行い，GEO衛星

および LEO衛星における各システムへの適用の実用性について考察する．

1.4.1 マルチビームGEO衛星システムにおけるFSSの大容量化

本論文では，まず，マルチビーム GEO衛星システムにおける FSSの大容量化を

目的に，複数GEO衛星 ·マルチビームMIMOシステムを提案する [114]．本システ

ムはチャネルの変動量が小さいGEO衛星の利用を想定し，送信プリコーディングに

よって同一周波数マルチビーム利用を可能にするマルチビームMIMO技術と，異な

る軌道の衛星から多重伝送を行う複数衛星MIMO技術を併用したシステムである．

本システムの課題として，既存のMIMO技術を組み合わせることで，複数衛星によ

る経路長差による受信タイミング誤差と，それぞれの局部発振器による周波数誤差

が同時に発生する，「時間-周波数非同期チャネル」となり，MIMO伝送にとっては非

常に劣悪な環境となる．これに対し，マルチアンテナを所有する受信端末による等

化処理を適用することで，両技術の組み合わせによる特性劣化を低減することを検

討する．

1.4.2 LEO衛星システムにおけるFSSの大容量化

前述の LEO衛星は，グローバルカバレッジ化のために複数衛星によって運用し

ている．このことを利用し，本論文では，受信端末一機あたりに対して複数衛星に

よるMIMO伝送を行うことで伝送容量向上を図る，複数 LEO衛星MIMOシステム

（以下，LEO-MIMOシステム）を提案する [115]．想定するシステムとしては航空

機，船舶，車載端末といった大型の移動体衛星通信システムであり，複数衛星から

の多重伝送をマルチアンテナを所有した移動端末の信号処理によって等化する．本

論文では，LEO特有の衛星毎の異なるドップラー周波数と信号の到来遅延が生じる

環境下において，複数衛星MIMOを行うことを想定した LEO-MIMOのシステム構
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成を検討する．本技術においても，マルチアンテナを所有した受信端末による等化

処理が必要となる．

1.4.3 地上局のマルチアンテナパターン推定による取得簡易化

上述の複数GEO衛星 ·マルチビームMIMOシステムおよびLEO-MIMOシステム

のいずれも，適切な地上局のマルチアンテナパターンが必須となる．たとえば，衛

星通信を実用化するにあたり，地上局からの送信電波が別軌道において周波数を共

用する他システムの衛星への干渉を与えてはいけない．このような状況を把握する

ため，無線通信規則 (Radio Regulation: RR)では，送信電力の指標である等価等方

放射電力 (Equivalent Isotropically Radiated Power: EIRP)マスク及びアンテナ放射パ

ターンマスクを規定が規定されており，送信時にはこのマスクを超過しないように

送信電力を設定する必要がある．衛星MIMO技術で必要とされるマルチアンテナを

用いた地上局は，マルチアンテナパターンの取得が必要となる．このことから本論

文では，マルチアンテナパターン取得の簡易化を目的とした推定法による取得を検

討し，実測値との誤差を実証することで，精度を確認する．

1.5 本論文の構成

本論文の第 2章以降の構成は以下の通りである．第 2章では，MIMO伝送の概要

を述べた上で，衛星通信のMIMO技術適用に関する解説を行う．

第 3章では，本論文の一つ目の研究である複数 GEO衛星 ·マルチビームMIMO

システムの説明を行う．従来のMIMO技術とは異なる，衛星MIMO特有の時間 ·周
波数非同期環境におけるMIMO伝送手法として，送信プリコーディング ·受信等化
技術を提案する．計算機シミュレーションによる伝送容量特性評価を行い，従来の

MIMO技術と比較して特性が向上することを示す．

第 4章では，もう一つの提案方式である LEO-MIMOシステムの説明を行う．グ

ローバルカバレッジを形成するために必要な複数衛星運用を利用し，複数衛星から

の同時伝送を同一周波数で行うことをMIMO技術によって可能とし，伝送容量向上

を図る．LEO特有のチャネル変動に対応するために制御信号とデータ信号を分離し
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て周波数割当を行い，これらを考慮した周波数利用効率を従来のLEOシステムと比

較し，特性評価を行う．

第 5章では，衛星MIMO技術を実用するにあたり必要不可欠となる，地上局での

マルチアンテナパターンの取得方法に着目する．MIMOのアンテナ配置は様々であ

るため，全てのパラメータに基づいてアンテナパターンを取得することは困難とな

るため，本章ではアンテナ素子のみ実測によるパターン取得を行い，マルチアンテ

ナパターンは計算により導出し，アレーパターンを取得することを検討する．この

ような推定パターンが実測パターンと誤差がないことを確認するため，大規模アン

テナパターン実験を行った．2台の 60cm径パラボラアンテナで周波数 ·偏波 ·アン
テナ配置等のパラメータを変えて測定，比較を行い，推定パラメータの精度が高い

ことを確認する．

最後に，第 6章において，本論文の総括を行い，今後の課題についての説明を行う．
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第2章 衛星通信へのMIMO適用技術

2.1 はじめに

本章では，本論文で着目するマルチビーム衛星MIMO技術，複数衛星MIMO技

術の詳細説明を行う．

2.2 衛星MIMOモデル

2.2.1 MIMO伝送の定式化

一般的に Nt個の送信アンテナ，Nr個の受信アンテナを用いてはMIMO伝送を行

う場合，受信信号は以下のような式で表現される [15]．

r = Hs + n (2.1)
r1
...

rNr

 =


h11 · · · h1Nt

...
. . .

...

hNr1 · · · hNrNt




s1
...

sNt

 +


n1
...

nNr

 (2.2)

ここで，rは i行目の受信信号成分 riを持つ Nr 次元の受信信号ベクトル，sは i行

目の送信信号成分 siを持つ Nt次元の送信信号ベクトル，nは Nr次元の受信機雑音

ベクトルを表し，i行目の成分 ni は，i番目の受信アンテナにおける独立同一分布

(independent identically distributed: i.i.d)の零分散の複素ガウス分布のランダム雑音

である．チャネル行列Hは，Nr × Ntの行列であり，l行m列のチャネル成分 hlmは，

m番目の送信アンテナから l番目の受信アンテナまでの複素チャネル成分を表す．

受信機においてチャネル行列Hが理想的に得られていた場合，MIMOの単位帯域

あたりの伝送容量であるチャネル容量C[bps/Hz]を決定付ける式は下記の通りとな
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(a)マルチビームMIMO伝送 (b)チャネルモデル

図 2.1: 周波数 1色繰り返しマルチビームMIMO構成

る [15]．

C = log2

(
det
(
HHH (γ0/ (Nt))

)
+ INr

)
(2.3)

(·)H はエルミート転置を示す．γ0は送受信アンテナ数が 1の場合の信号対雑音電力

比 (Signal-to-Noise power Ratio: SNR)を表す．INr は，Nr ×Nrの対角行列である．式

(2.3)に示すように，行列Hの相関行列HHHのチャネル相関が低いこと，高 SNRで

あることが，MIMOの伝送容量を高める上で重要なファクタとなる．

これを踏まえ，以下にマルチビーム衛星MIMO，複数衛星MIMOの構成の説明を

行う．

2.2.2 マルチビーム衛星MIMO

周波数の 1色繰り返しを用いたマルチビームMIMOシステムの概要を図 2.1に示

す [108]．図 2.1(a)のように，衛星は複数のスポットビームを形成し，各ビームで異

なるロケーションにサービスエリアを形成している．基地局から各サービスエリア

に存在するユーザ端末 (User Terminal: UT)に対して通信を行うダウンリンクを想定

する場合，ビーム間で発生する干渉が問題となる．通常ビーム間で異なる周波数を

割り当てることで干渉を回避するが，本方式では 1周波数繰り返しによって，周波

数利用効率の改善を図っている．一方，これによって隣接ビーム間干渉が発生する．
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図 2.1(b)のように衛星が 3ビームに並列伝送するための 3アンテナから 3機のUTに

送信することを仮定すると，隣接ビーム間干渉によって各UTは衛星の 3アンテナ

から信号を受けることになる．これは図 1.4(a)で説明した 3x3のMIMOと同様の形

態となることが分かる．

基地局はチャネル推定情報を用いてUT間の干渉をあらかじめ補償した送信プリ

コーディングを施すことで，低干渉で 1色繰り返しマルチビームを実現するMU-

MIMO技術が検討されている．文献 [108]では，干渉低減の効果が最適ではないが，

計算量の簡易な線形プリコーディング手法を採用している．式 (2.1)のMIMO伝送

に対するプリコーディングは以下のような式となる．

r = Hx + n (2.4)
r1
...

rNr

 =


h11 · · · h1Nt

...
. . .

...

hNr1 · · · hNrNt




x1
...

xNt

 +


n1
...

nNr

 (2.5)

ここで，

x = Ps (2.6)
x1
...

xNt

 =


p11 · · · p1Nt

...
. . .

...

pNt1 · · · pNtNt




s1
...

sNt

 (2.7)

xは Nt × 1の送信のプリコーディング信号ベクトルである．Pは Nt × Ntのプリコー

ディング行列である．

Zero Forcing (ZF)による線形プリコーディングを行う場合，行列 Pは以下の式に

よって算出される．

P = (HHH)−1HH (2.8)

基地局においてチャネル行列Hを理想的に得られた場合，行列HPが単位行列とな

ることにより，ユーザ間干渉が除去された形でUTが受信することになる．この方

式は，MIMO伝送に必要な等化処理は基地局側のみでよいため，UTの回路規模増

大を招くことなく，システムの周波数利用効率向上が図れる点にある．
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(a)複数衛星MIMO伝送 (b)チャネルモデル

図 2.2: 複数衛星MIMO構成

本方式は，異なるサービスエリアに位置している複数ユーザへのマルチユーザ

MIMO伝送を想定しているため，受信アンテナ間距離が大きくなることで，チャネ

ル相関を低下させる可能性が高まる．これにより，衛星通信へのMIMO適用による

伝送容量増大を実現している．またMIMOの次元数は，ビーム数 Ntに依存するこ

とが分かる．

2.2.3 複数衛星MIMO

複数衛星からのMIMO伝送のイメージを図 2.2(a)に，チャネルモデルを (b)に示

す [116]．偏波軸は同一とした場合の空間多重に着目した場合，衛星 1，衛星 2から

送信される信号をそれぞれ s1，s2とした時，2アンテナを所有する受信機の受信信

号は式 (2.1)，(2.2)と同様になる．この場合，NT が衛星数となる．

前述の通り，衛星通信は基本的にLOS環境での通信となる．文献 [116]では，LOS

環境でのチャネルモデルを以下のようなライスモデルで説明している．

H( f ) =

√
K

1 + K
HLOS( f ) +

√
1

1 + K
HNLOS( f ) (2.9)

HLOS( f )は周波数 f の関数となる直接波のチャネル行列，HNLOS( f )は間接波のチャ

ネル行列，Kはライスファクタである．本文献で想定している衛星MIMO伝送はマ

ルチパス成分が直接波に比べて著しく影響が小さいことを想定し，H( f ) = HLOS( f )
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とみなしてアンテナ配置の最適化を行っている．また l番目の送信衛星から k番目

の受信アンテナにおけるチャネル成分は想定される周波数帯でのアンテナ間の伝搬

距離によって決定される以下の式によって表される．

hkl( f ) = akl( f ) · exp
{
− j

2π f
c0

dkl

}
(2.10)

ここで，

akl( f ) =
c0

2π f dkl
e jϕ (2.11)

c0は光速，dklはアンテナ間の距離，ϕは位相オフセットである．複数衛星MIMOの

場合，衛星間の軌道が離れていることで，仮想的に送信局側のアンテナ間距離が長

くなるため，低相関チャネルを形成することが可能になるが，衛星とアンテナ間の

距離関係に大きく依存する．文献 [106]では，チャネル相関を最適化するアンテナ配

置を解析的に導くことで，複数衛星MIMOのチャネル容量を最大化する検討を行っ

ている．

受信機は線形等化を行う場合，重み行列Wを算出して受信信号と乗算すること

により，干渉成分を除去する．例として式 (2.8)と同様に ZFによって重み行列W =(
HHH

)−1
HHを算出する場合，復調信号 s′ =

(
s′1, s

′
2

)T
は以下のように算出される．

s′ = Wr (2.12)

= W (Hs + n) (2.13)

Wの計算において行列Hが理想的に得られた場合，WHが単位行列となることで，

所望の信号が復調される．一方，雑音強調と言われるWnの多寡が信号対雑音電力

比（SNR)に影響を与える．相関が低い場合，雑音強調成分が小さくなり，SNRが向

上しやすいことが分かっている．一方このようなチャネルモデルでは，衛星に対す

るアンテナの向きによって容易に相関が上昇し，SNRが低下することで信号品質が

劣化することが懸念される．文献 [46]では，復調した信号を再度変調して元信号か

ら減算した後に復調するといった処理を繰り返す「多段階干渉補償」によって，高

相関チャネルにおける品質劣化を抑えている．

MIMOの次元数に関しては，受信可能な軌道に位置する衛星数を増加させること

で，式 (2.13)の送信信号を増加させることができ，伝送容量の向上が見込まれる．こ

のことから，複数衛星MIMOのチャネル容量は衛星数に依存することが分かる．
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2.3 本章のまとめ

本章では，本論文で着目するマルチビーム衛星MIMO技術と複数衛星MIMO技

術のチャネルモデルを紹介した．
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第3章 複数GEO衛星 ·マルチビーム
MIMOシステムの提案

3.1 はじめに

本章では，2章で紹介した衛星MIMO技術から，GEO衛星を想定したマルチビー

ム衛星MIMOと複数衛星MIMOの両技術を組み合わせることで大容量化を図る複

数 GEO衛星 ·マルチビームMIMOシステムを提案する．両技術は単純に組み合わ

せることだけでは，品質劣化を生じることが問題となる．提案方式では，チャネル

容量を改善するための送信機プリコーディングと受信機等化技術を検討する．時間

·周波数の非同期条件下において，提案システムが従来のMIMOシステムよりチャ

ネル容量の観点で優れていることを示す．

3.2 衛星MIMOシステムの概要と技術課題

3.2.1 システム概要

図 3.1に複数 GEO衛星 ·マルチビームMIMOシステムのシステムモデルを示す．

本章では，地上基地局 (Base Station: BS)から衛星を介してユーザ局への伝送である，

フォワードリンクに焦点を当てる．

BSと衛星との通信 (フィーダリンク)においては，BSにおいて直径の十分大きい

アンテナを用いることで指向性を鋭くし，衛星間で相互干渉が生じないことを前提

とする．またマルチビーム衛星から送信される複数の信号をフィーダリンクで並列

伝送する方法として，時分割多重 (Time Division Multiplexing: TDM)や周波数分割

多重 (Frequency Division Multiplexing: TDM)といった任意の多重伝送方式を用いる
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図 3.1: 提案する複数GEO衛星 ·マルチビームMIMOシステム

ことによって，信号間の干渉が生じることなく伝送されるものとする．一方，ユー

ザ局は複数の小型アンテナを所有することで，複数衛星と同時通信が行えることと

する．さらに，各衛星は 1周波数繰り返しのマルチビームを形成する．衛星の電力

制限条件を考慮し，Peak-to-Average-Power-Ratio (PAPR)の低いシングルキャリア伝

送の利用を想定する．チャネル環境においては，LOS環境で直接波のみが到来する

モデルを想定する．

上記の条件下では，ユーザ局は衛星間の伝搬を異なるタイミングで受けることに

なる．本節では，既存技術をそのまま適用することによる，特性劣化に関する説明

を行う．

3.2.2 複数GEO衛星 ·マルチビームMIMOシステム実現の課題

時間 ·周波数誤差による特性劣化

前述の通り，複数GEO衛星 ·マルチビームMIMOシステムは直接波のみを考慮す

るため，帯域内の周波数特性はフラットであると仮定し，MIMOチャネル行列は時

間軸のみで表現する．したがって，文献 [108]によると，1周波数繰り返しのマルチ
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ビームシステムにおける受信信号ベクトルは以下のように表すことができる．

r(t) = Hx(t) + n(t). (3.1)

ここで，r(t) = (r(1)
1 (t), r(1)

2 (t), · · · , r(N)
M (t))TはMN×1の受信信号ベクトルを表し，r(k)

i (t)

は k番目の UTの i番目の受信アンテナの受信信号を表す．N は UTの台数，Mは

UT一機あたりのアンテナ数である．x(t) = (x1(t), x2(t), · · · , xMN(t))T は MN × 1の送

信ベクトルであり，xiは i番目の送信信号である．n(t) = (n(1)
1 (t), n(1)

2 (t), · · · , n(N)
M (t))T

は MN × 1の雑音ベクトル，n(k)
i は，k番目の UTの i番目の受信アンテナにおける

独立同一分布 (i.i.d)の零分散ガウスランダム雑音である．Hは MN × MNのチャネ

ル成分行列である．3.2.1節で述べた通り，BS-衛星間のMNチャネルのフィーダリ

ンクは干渉なく並列伝送されることを想定するため，行列Hは衛星-UT間の伝搬路

情報を示すものとする．提案システムでは，LOS環境において静止衛星のチャネル

を想定し，一フレーム範囲内において準静的チャネルであることと仮定する．既存

技術 [108]では，プリコーディングをBSの送信に適用することで，受信機における

ビーム間干渉を低減する．プリコーディング行列は，以下のように表される．

P = α(HHH + diag(n)−1HH) (3.2)

where x(t) = Ps(t).

s(t) = (s(1)
1 (t), s(1)

2 (t), · · · , s(N)
M (t))T は MN × 1の送信データベクトルであり，s(k)

i (t)は k

番目の UTの i番目の送信データである．αは
∑N

i=1

∣∣∣xM(i−1)+m(t)
∣∣∣2 ≤ Pとなる正規化

パラメータであり，Pは各衛星の送信電力の総和である．式 (3.2)はMinimum Mean

Square Equation (MMSE)を用いて算出した重み行列を表す．BSは各UTにおいて推

定した Channel State Information (CSI)を BSにフィードバックすることによってプ

リコーディングを行い，1周波数繰り返しによって発生する干渉成分を低減する．こ

こで，2基の衛星が 2ビームを形成し，各ビームに 2台のアンテナを所有するUTが

存在する場合，Hは以下のように表現できる．

H =


h<1>

11 h<2>
12 h<1>

13 h<2>
14

h<1>
21 h<2>

22 h<1>
23 h<2>

24

h<1>
31 h<2>

32 h<1>
33 h<2>

34

h<1>
41 h<2>

42 h<1>
43 h<2>

44


(3.3)
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hklは l番送信アンテナから k番目の受信アンテナのチャネル成分である．上付き文

字 < m >はm番目の衛星のパラメータであることを示す．

2基衛星のMIMOシステムでは，周波数誤差行列 Fが衛星の周波数変換器によっ

て発生し，チャネル行列Hに対して以下のように影響を与える．

F =



(
f <1>
e

)
0 0 0

0
(

f <2>
e

)
0 0

0 0
(

f <1>
e

)
0

0 0 0
(

f <2>
e

)


. (3.4)

ここで，
(

f <1>
e

)
と
(

f <2>
e

)
は衛星 1,2による時間周波数誤差の線形作用素であり，以

下のように表現される．(
f <1>
e

)
(x1(t)) =

∫ ∞

−∞
δ(t)e j2π∆ f1(t−τ)x1(t − τ)dτ (3.5)(

f <2>
e

)
(x2(t)) =

∫ ∞

−∞
δ(t + ∆τ)e j2π∆ f2(t−τ)x2(t − τ)dτ, (3.6)

ここで，∆ f1,∆ f2はそれぞれ SAT-1·2の周波数誤差を表す．∆τは SAT-1·2の受信タ
イミング誤差を表す．最後に，受信信号は以下のように表現される．

r(t) = HFPs(t) + n(t). (3.7)

周波数誤差行列FはHFP(t)の対角行列以外の成分を増加する要因となり，干渉増大

につながる．理想的には，誤差行列 Fがあらかじめ推定できれば，行列HFを推定

することでプリコーディングの誤差を抑えることができる．しかし，各衛星の周波

数オフセットは独立した時変動を生じるため，受信側で推定したHFをフィードバッ

クすることによるプリコーディングでは，誤差を完全に除去することは困難である．

チャネル推定誤差による特性劣化

前述の通り，マルチビーム衛星MIMOのプリコーディング送信には，チャネル行

列Hの推定が必要である．3.2.2節では，提案する複数GEO衛星 ·マルチビームシ
ステムのチャネル推定において，既存のフレームフォーマットを用いて推定するこ
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とによる技術的な課題を説明する．図.3.2(a)は従来の典型的なフレームフォーマッ

トの例である．ここでは，連続するUWシンボル系列とデータシンボル系列で構成

される．UWは受信タイミング同期と各チャネルの推定に使用される．V/H偏波の

多重伝送を行う既存技術では，各偏波の信号が同期した状態で送信される [58, 59]．

この場合，UWシンボルを直交系列で構成することで，受信側で各UWの整合フィ

ルタによる検出を行うことで，複数のUW間の相互干渉を防ぐことができる．一方，

提案システムでは複数衛星による同時伝送を行うことで，UTにおいて受信タイミ

ング誤差を被り，UW間の直交性を失うこととなる．

二つの非同期受信のケースでは，2衛星からの受信タイミング誤差が異なる．

ケース 1．衛星 1のUW系列が衛星 2のデータ系列部分と重畳（図 3.2(b)）．

ケース 2．衛星 1のUWと衛星 2のUWが部分的に重畳（図 3.2(c)）

ケース 1では，衛星 1のUWと衛星 2のデータ系列の相互相関が推定値への干渉と

なる．この干渉は，UW長を増加させることで，データ系列との信号帯干渉電力比

(Signal－ to－ Interference plus Noise power Ratio: SINR）を減少させることができる

ため，チャネル推定精度の向上が可能である．しかしながら，長大なUWはフレーム

効率を低下させるため，チャネル推定精度とのトレードオフを考慮する必要がある．

ケース 2では，衛星 1と衛星 2のUWの相互相関が，チャネル推定値への干渉に

起因する．このケースでは，ケース 1のようにUWの増加をしても，相互相関の値

を減少させることはできず，チャネル推定精度の劣化の原因となる．
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(a)時間軸で同期した信号

(b)時間非同期 (τ , 0)で受信

（衛星 1のUW系列が衛星 2のデータ系列と重畳して受信した場合）

(c)時間非同期 (τ , 0)で受信

（衛星 1と衛星 2のUW系列が部分的に重畳して受信した場合）

図 3.2: 従来の衛星MIMOフレームフォーマット
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3.3 送受信局における干渉補償技術の提案

本節では，3.2.2節で説明した特性劣化を改善するための提案手法を紹介する．始

めに，干渉補償における時間-周波数非同期環境下の特性劣化に対して，送信プリ

コーディングと受信等化の組み合わせの方法を，3.3.1節と 3.3.2節で説明する．二

つ目は，フレームフォーマットによるチャネル推定誤差による特性劣化に対し，分

散UW割り当て手法を 3.3.3節にて説明する．これにより，UW間の相互相関による

チャネル推定劣化を低減する．最後に，提案システムにおける時間-周波数非同期環

境下においても等化を行う空間フィルタと自動周波数制御 (Autonomous Frequency

Control: AFC)を 3.3.4節で提案する．

3.3.1 送信プリコーディング

本節では，複数衛星による時間-周波数オフセットの時間変動による特性劣化を低

減する送信プリコーディングを提案する．簡単のため，M = N = 2とした時，送信

プリコーディング行列を以下のように表現する．

P =


p<1>

11 0 p<1>
13 0

0 p<2>
22 0 p<2>

24

p<1>
31 0 p<1>

33 0

0 p<2>
42 0 p<2>

44


(3.8)

(3.8)式の主な特徴として，HPの成分のうち異なる衛星の成分が乗算される場合，つ

まり h<k>p<l>において k , lとなる場合，プリコーディング行列 Pの成分を強制的

に 0に設定する．また，プリコーディング行列 Pの生成方法としては，各衛星にお

けるビーム間干渉のみを低減する形をとり，

 p<1>
11 p<1>

13

p<1>
31 p<1>

33

 は
 h<1>

11 h<1>
13

h<1>
31 h<1>

33

 から， p<2>
12 p<2>

14

p<2>
41 p<2>

44

は
 h<2>

12 h<2>
14

h<2>
41 h<2>

44

から式 (3.3)に基づいて算出する．行列 Pを式 (3.8)
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と仮定すると，行列 FPは以下のように変換することができる．

FP =



(
f <1>
e

)
0 0 0

0
(

f <2>
e

)
0 0

0 0
(

f <1>
e

)
0

0 0 0
(
h<2>

e

)




p<1>

11 0 p<1>
13 0

0 p<2>
22 0 p<2>

24

p<1>
31 0 p<1>

33 0

0 p<2>
42 0 p<2>

44


= PF (3.9)

式 (3.9)から，HFP=HPFとできるため，行列HPは行列 Fに影響していないこと

が分かる．これにより，周波数誤差による影響によってプリコーディングによる干

渉低減の劣化が生じない．したがって，行列 Fを受信側で適切に補償することがで

きれば，送信データの復調が可能となる．

一方，行列Pの成分を 0にすることにより，アンテナの自由度が低下するため，干

渉を完全に取り除くことが困難となる．言い換えると，BSは一衛星あたり各UTの

2アンテナのうちの一つ分のチャネル情報のみを用いてプリコーディング行うこと

になるため，他方のアンテナへの干渉を取り除くことができなくなる．しかし，衛

星一機に対する各UTのアンテナ間距離は，衛星-UT間距離に比べて非常に小さい

ため，アンテナ間の相関はほぼ 1である．この特性により，BSは各衛星毎にUTの

アンテナ一つ分のCSIのみを用いてビーム間干渉を低減するプリコーディングを行

うことで，他方のアンテナにおいても同様にビーム間干渉特性を与えることができ，

残留する干渉成分は複数衛星間の干渉のみと考えることができる．

3.3.2 受信等化

3.3.1節において，BSの送信プリコーディングによるビーム間干渉の低減の説明

を行った．一方，UTは残留する干渉成分である，衛星間干渉を補償する必要があ

る．各UTの受信信号 rは式 (3.10)と (3.11)のように表現される．

 r(1)
1

r(1)
2

 =
 h<1>

11 p<1>
11 + h<1>

13 p<1>
31 h<2>

12 p<2>
22 + h<2>

14 p<2>
42

h<1>
21 p<1>

11 + h<1>
23 p<1>

31 h<2>
22 p<2>

22 + h<2>
24 p<2>

24



(

f <1>
e

)
0

0
(

f <2>
e

) 
 s(1)

1

s(1)
2


+

 h<1>
11 p<1>

13 + h<1>
13 p<1>

33 h<2>
12 p<2>

24 + h<2>
14 p<2>

44

h<1>
21 p<1>

13 + h<1>
23 p<1>

33 h<2>
22 p<2>

24 + h<2>
24 p<2>

44



(

f <1>
e

)
0

0
(

f <2>
e

) 
 s(2)

3

s(2)
4

 +
 n(1)

1

n(1)
2


(3.10)
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 r(2)
3

r(2)
4

 =
 h<1>

31 p<1>
13 + h<1>

33 p<1>
33 h<2>

32 p<2>
24 + h<2>

34 p<2>
44

h<1>
41 p<1>

13 + h<1>
43 p<1>

33 h<2>
42 p<2>

24 + h<2>
44 p<2>

44



(

f <1>
e

)
0

0
(

f <2>
e

) 
 s(2)

3

s(2)
4


+

 h<1>
31 p<1>

11 + h<1>
33 p<1>

31 h<2>
32 p<2>

22 + h<2>
34 p<2>

42

h<1>
41 p<1>

11 + h<1>
43 p<1>

31 h<2>
42 p<2>

22 + h<2>
44 p<2>

42



(

f <1>
e

)
0

0
(

f <2>
e

) 
 s(1)

1

s(1)
2

 +
 n(2)

3

n(2)
4


(3.11)

各UTは受信信号に対し，重み行列Wを乗算することで復調ベクトルを以下のよう

に算出する．

W(1)

 r(1)
1

r(1)
2

 =

(

f <1>
e

)
0

0
(

f <2>
e

) 
 s(1)′

1

s(1)′

2

 (3.12)

W(2)

 r(2)
3

r(2)
4

 =

(

f <1>
e

)
0

0
(

f <2>
e

) 
 s(2)′

3

s(2)′

4

 (3.13)

各UTは行列HPの推定後，2 × 2の重み行列を算出する．MMSEアルゴリズムを用

いると，以下のような式になる．

W(1) =
{(

(Dii)1≤i≤2
)H ((Dii)1≤i≤2

)
+ diag

(
n(1)
)}−1 (

(Dii)1≤i≤2
)H (3.14)

W(2) =
{(

(Dii)3≤i≤4
)H ((Dii)3≤i≤4

)
+ diag

(
n(2)
)}−1 (

(Dii)3≤i≤4
)H (3.15)

where D = HP. (3.16)

((·)ii)p≤i≤qは (·)における p ∼ q番目の成分における q− p+ 1の正方行列を表す．周

波数オフセットは式 (3.14)()の各信号において独立して補償できる．

UTは 3.3.3節の方法で周波数誤差行列 Fを推定し，3.3.4の方法で補償を行う．

3.3.3 UW分散配置を用いたフレームフォーマット

提案システムでは，衛星間干渉補償のためのチャネル推定を行うためのフレーム

フォーマットに，UWの分散配置を適用する．図 3.3に，UW分散配置を用いたフ

レームフォーマットの一例を示す．フレームフォーマットでは，各UWシンボルが

1∼複数データシンボルを跨いで配置されていることが分かる．さらに，衛星毎に異
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図 3.3: UW分散配置における異なる配置間隔の適用

なる配置間隔を設定することで，全UWの相互相関を低減する効果がある．UWの

分散配置を適用すると，各UWシンボルの間のデータシンボルの総数は (d−1)× UW

長となる (d = 1は従来のUW連続配置を意味する．)．したがって，1フレームにお

いてデータシンボル数が 512である場合，(d − 1)× UW長 ≤ 512を満たす必要があ

る．UW長が 128シンボルであると仮定した場合，整数 dは 1 ∼5から選択すること

が可能となる．

3.3.4 空間フィルタと自動周波数制御 (AFC)

提案システムにおける空間フィルタと自動周波数制御（AFC)の構成を図 3.4に示

す．ここでは，3つのステップで周波数オフセット∆ f の推定を行う．周波数オフセッ

ト (FO)推定器Aでは周波数スイーパによって∆ fAの粗推定を行い，FO推定器Bで

は残留オフセット周波数をシンボル単位で∆ fBを推定して，FO推定器Cでは最終的

なオフセット周波数をフレーム単位で∆ fCを推定する．結果として，∆ fA+∆ fB+∆ fC

によって実際の周波数オフセットである∆ f の推定を行う．推定器Aでは，文献 [58]
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図 3.4: 提案システムにおける空間フィルタとAFC構成

に基づき，以下の式によって周波数をスイープする．

∆ fA(k) = {Tsk − floor (Tsk + 1/2)}∆ frange (3.17)

ここで kはスイープを行うフレーム数，1/Tsはスイープ区間，∆ frangeはスイーパの

周波数範囲である．∆ fAは −∆ frange ∼ ∆ frangeの範囲でスイープすることが可能であ

る．FO推定器Aは整合フィルタ (Matched Filter: MF)出力を検出し，予め設定した

閾値を満たすと，スイープを中止する．

一方，FO推定器 Bはシンボル間隔で残留周波数オフセットを推定する．MMSE

を用いた空間フィルタを行った後，フレームの先頭に存在するUWを検出する．UW

を逆変調し，前後のシンボル間の位相偏差の平均値を ∆θBとする [59]．T [sec]をシ

ンボル区間とした場合，周波数オフセットの推定値を∆ fB = ∆θB/{2πT }に設定する．
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表 3.1: シミュレーション諸元

中心周波数 2.5 [GHz]

シンボルレート　 500 [kHz]

変調方式 シングルキャリア ·QPSK

誤り訂正符号 (FEC) 畳み込み符号，軟判定ビタビ復号

FECレート 1/2

ユニークワード (UW)系列 Gold系列

UWシンボル長 32, 64, 128シンボル

データシンボル長 512シンボル

受信等化アルゴリズム　 Minimum Mean Square Error (MMSE)

チャネル行列 H =

 e jα e jα

e jβ e jβ+θ

 , θ = 90◦

受信タイミングオフセット UW相互相関値を最大に設定

スイープ周波数ステップ 150Hz (1/Ts=1/20)

スイープ周波数範囲 −∆ frange∼∆ frange -3 [kHz] ∼ 3 [kHz]

周波数誤差 (∆ f1,∆ f2) (1) (0 [Hz], 0 [Hz])

(2) (2.5 [kHz], -250 [kHz])

(3) (2.5 [kHz], 2.5 [kHz])

最後に，FO推定器Cを用いて，周波数オフセットを除去する．各フレームのUWの

MF出力値を 1つの位相情報として，フレーム間の位相シフト成分∆ fC = ∆θC/{2πL}
を検出し，∆ fCを推定する．ここで，L[sec]はフレーム区間である [58]　．

3.4 伝送容量特性評価

3.4.1 時間-周波数非同期環境下のチャネル推定

本節では初めに，良好なチャネル推定精度が達成できる適切なUW長を設定する．

シミュレーション諸元を表 3.1に示す．本検討では降雨減衰の影響が生じない周波
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図 3.5: 時間非同期環境における BER比較 (∆ f = 0Hz)

数 2.5GHzを利用するが，LOS環境でかつ指向性アンテナを用いることで，マルチ

パスの影響のない FSSと同等のシステムとして扱う．UW系列は，衛星ビーム数分

の直交系列が必要であり，ビーム数が多い程多くの系列が必要である．本論文では，

相互相関が低い系列数が多く存在するGold系列を用いる [117]．一例として，一回

のシミュレーション試行において，2アンテナを所有する一機のUTが 2基衛星から

同電力で受信する 2× 2のMIMOチャネルを想定し，4成分のうち一つのみ π/2の位

相オフセットを与え，他 3成分を同位相に設定した低相関チャネルを設定する．始

めに，時間非同期環境におけるUWの非直交条件においてチャネル推定誤差を低減

するUW長の所要値を評価する．時間遅延は，図 3.2(b)に示したような信号値の遅

延によるUWの部分的な重畳が生じるケースを設定する．図 3.5に時間非同期環境

下において異なるUW長に設定した場合のBER特性を示す．比較のために，チャネ

ル推定が理想的な場合のBER特性を示す．この図では，時間非同期環境下において

UW長を 128に設定した場合，同期環境下でUW長 32に設定した場合と同等の特性

が得られていることが分かる．このことから，2基衛星においては時間非同期環境

下でUWを 128に設定することで良好なチャネル推定値が達成できることが分かる．

UWの分散配置に関しては，3.3.3節で説明した (d − 1)× UW長 (=128) ≤データシ
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(a) d1 : d2 = 1 : 1(UW連続配置)

(b) d1 : d2 = 2 : 3

(c) d1 : d2 = 3 : 4

図 3.6: UW1とUW2の相互相関

ンボル長 (=512)の条件を満たすのは d ≤ 5であることを明らかにした．ここでは，

各信号のUW分散係数を互いに素となるように設定する．つまり，d1 : d2を 2:3, 3:4,

2:5, 3:5, 4:5の組み合わせが考えられる．図 3.6(a)に d1と d2の相互相関を d1 : d2=1:1

に設定したものを，図 3.6(b)に 2:3，3.6(c)に 3:4に設定した場合の相互相関を示す．

連続配置した (a)のケースでは，3点の高い相関が検出されている．前述の通り，こ

れは衛星 1と衛星 2のUWの部分的な重畳によるものである．一方，図 3.6(b)と図

3.6(c)にはUWの分散配置によって低相関を作れていることが分かる．
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図 3.7: 分散間隔の異なるUWで BER評価 (∆ f = 0Hz)

図 3.7は 3ケースのBER特性を示す．図 3.7(a)が示すように，BERは大きく劣化

していることが分かる．これはUWの高い相互相関によって干渉を生み，チャネル

推定精度が劣化がしていることが原因である．一方図 3.7(b)(c)では，相互相関が小

さくなったことによる BER特性の向上が見られる．

次に，時間非同期かつ Eb/N0 = 0dBの環境における，UW分散 d1 : d2=2:3を用い

た AFC特性を評価する．図 3.8では，(∆ f1,∆ f2)=(1)(0Hz, 0Hz), (2)(2.5kHz, 250Hz)

and (3) (2.5kHz, 2.5kHz)における周波数誤差の比較を行った．(1)では，周波数オフ

セットが生じていないため，最初のフレームから周波数追従が達成できていること

が分かる．(2)と (3)の場合，式 (3.17)で説明した FO推定器Aの周波数スイープに

よる粗推定により，残留周波数誤差をほぼ 0にできていることが分かる．さらにそ

の他の FO推定器B,Cにより，他の 3つのパターンにおいても 25フレーム以内で収

束できていることが分かる．図 3.9はケース (2)である時間-周波数非同期環境下に

おける BER特性を表す．結果的に，(b)と (c)の BER特性はほぼチャネル推定値を

理想とした場合に近いBER特性を示すことが分かった．これにより，提案する空間

フィルタとAFC，UW分散配置を採用したフレームフォーマットにより，時間-周波

数非同期チャネル環境下においても正確なチャネル推定が行えることを示した．
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図 3.8: AFCによる周波数の追従

図 3.9: 異なるUW分散配置におけるビット誤り率比較 (∆ f = −2.5 ∼ 2.5kHz)
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表 3.2: シミュレーション諸元 2

衛星数　 2

ビーム数 4

受信端末アンテナ数 2

ビーム半径 (半値角) 600 [km]

受信端末アンテナ間距離 1 [m]

ビーム中心 ∼ビーム端の CNR 7∼10, 10∼13 [dB]

各ビームの受信端末位置 ランダム

送信プリコーディング Zero Forcing (ZF)

受信端末等化 Minimum Mean Square Equation (MMSE)

UWシンボル長 128シンボル

UW分散パターン d1:d2=3:4

チャネル推定値フィードバック 理想

チャネルモデル AWGN

3.4.2 チャネル容量

本節では，BSから衛星を介してUTまで通信を行うフォワードリンクのチャネル

容量の評価を行う．シミュレーション諸元を表 3.2に，シミュレーションモデルを

図 3.10に示す．このモデルでは，4ビームを同じ場所に形成する 2基の衛星が配置

され，各ビームにおけるUTに通信を行う．前述の通り，BSは衛星毎に対応した大

型アンテナを所有し，BS-衛星間の通信を行うことを想定する．このためアンテナ

ビームパターンは狭ビーム化し，衛星間干渉は無視できるレベルまで低減されてい

るものと仮定する．各衛星はビーム毎にUTを一基選択し，一度の伝送で合計 4基

のUTに同一周波数伝送を行う．UTは各ビームにランダムに存在しているものと仮

定し，各ビームの位置によって受信CNR(Carrier-to-Noise Ratio)が決定されるものと

する（例えば，半値幅となるビームエッジではビーム中心に比べて CNRが 3dB低

下する）．UTの向きはランダムに設定され，2基衛星とUTの 2アンテナの伝搬距

離によって位相が設定される．衛星とUTのアンテナ間の距離は 1mに設定する．
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図 3.10: 複数GEO衛星 ·マルチビーム衛星MIMOのシミュレーションモデル

図 3.11: チャネル推定の手順

図 3.11は送信局 (BS)のプリコーディングと受信局 (UT)の等化を行うためのチャ

ネル推定の工程を表す．チャネル推定は UTの整合フィルタは各フレームにおいて

プリコーディングを行っていないUWを用いて行われる．UTはCSIを推定し，アッ

プリンクのフレームで BSにフィードバックする．本論文は，静的なチャネル環境

を想定する．つまり，UW1の送信から受信機の等化まで，チャネル状態は時変動を

起こさないことを想定する．BSから送信する信号は，CSIに基づいてプリコーディ

ングを行う．
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(a)複数GEO衛星 ·マルチビームMIMO

(D = 1)
(b)既存衛星 SISO (D = 8)

複数衛星MIMO [112] (D = 4) (d)マルチビームMIMO [108] (D = 2)

図 3.12: 2基衛星 ·4マルチビームの周波数スペクトル利用方法

UTはプリコーディングされたUWとデータ信号を受信し，UWを用いて再度チャ

ネル推定を行い，受信等化を行う．

理想的には，複数GEO衛星 ·マルチビームシステムは提案処理を用いて実現され，
MIMO技術の効果によるシステム容量の向上が期待できる．しかし，実際は不完全

なチャネル推定によってチャネル容量が劣化する．この理由により，時間-周波数非

同期環境下におけるチャネル推定精度劣化を考慮したチャネル容量の評価を行う．2

衛星 4ビームを用いた場合の周波数の割当方法を図 3.12に示す．図では，(a)提案シ

ステムは衛星とビームが全て同一周波数で用いることから，システム帯域を全て占

有する．スペクトル分割係数をDとした場合，D = 1となる．(b)既存の衛星通信シ

ステムのおいては，2基衛星 ·4マルチビームの全てのリソースにおいて周波数領域
で干渉を防ぐため，8つに分割する．この場合，D = 8となる．(c)は複数衛星伝送

にのみMIMOを適用するシステムであり，4ビームは周波数分割によって割り当て

るものとするため，D = 4となる [46]．(d)はマルチビーム伝送にMIMO技術を適

用するものであり，2基衛星による伝送を周波数分割によって実現するものとする

ため，D = 2となる [108]．
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図 3.13: SINR評価 (CNR = 7 ∼ 10 [dB])

チャネル行列Hの成分は伝送路長による位相シフトと減衰量のみによって決定し，

マルチパスフェージングは存在しないこととする．各UTは 2基の衛星に対して同

電力で受信するものと仮定する．MN × 1の雑音ベクトル zは受信CNRによって決

定されるものとする．この評価では，n番目のUTのチャネル容量を以下のように表

現できる．

Cn =
1
D

Mn∑
k=M(n−1)+1

log2 (S INRk + 1) (3.18)

where S INRk =
|bkk|2(

|gk|2 +
∑MN

l=1,l,k |bkl|2
) (3.19)

bklは，MN ×MNの行列B=WHPにおける，k行 l列目の成分を示す．gkは，MN ×1

のベクトル g=WZの k行目の成分である．係数 (1/D)は前述に示した，MIMO伝送

を行わない場合に異なる周波数帯域に分割することによるスペクトル分割係数であ

り，容量が除算される一方で干渉成分を 0にする．(b)はMIMOを用いず，衛星及

びマルチビーム間で干渉が生じないことを想定するため，B=H及び g = zとなり，

SINR=CNRとなる．

図 3.13，3.14に式 (3.19)の SINRにおけるそれぞれ CNR=7 ∼ 10dBと 10 ∼ 13dB
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図 3.14: SINR評価 (CNR = 10 ∼ 13 [dB])

の場合の累積密度関数 (Cumulative Distribution Function: CDF)を示す．実線はチャ

ネル推定を行った場合，点線はチャネル推定が理想的に達成された場合の結果を示

す．(a)の複数GEO衛星 ·マルチビームMIMOは (b)SISOに比べて 90%の領域で特

性が劣化していることが分かる．さらに，(a)のチャネル推定による特性劣化は，シ

ステム (c)，(d)に比べて大きく，CDF 50%値で 4dBの SINR低下が見られる．この

結果から，提案システムはチャネル推定精度による劣化が生じやすいシステムであ

ることが分かる．図 3.14はCNR 10 ∼ 13dBのCDF比較である．全てのシステムに

おいて SINR特性が向上していることが分かるが，ここでも (a)のチャネル推定劣化

による SINRの低下は図 3.13と同様に 4dBに及んでいることが分かる．このことか

ら，チャネル推定精度の劣化は CNRに比べて CIRに依存することが分かる．
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図 3.15: チャネル容量評価 (CNR = 7 ∼ 10 [dB])

最後に，式 (3.18)のチャネル容量の評価を図 3.15に示す．図より，明らかに (a)の

複数GEO衛星 ·マルチビームMIMOはチャネル推定劣化によりチャネル容量の劣化

が生じていることが分かる．50%値においては，2.2 bps/Hzの劣化となっている．一

方でその他のMIMOシステム (c)(d)は推定劣化によるチャネル容量の劣化はほとん

ど見られない．一方，チャネル推定による劣化を考慮しても，提案システム (a)はそ

の他のシステムより大きくチャネル容量特性の向上を確認することができる．50%

値で比較すると，既存システムで最も高特性を示すマルチビームMIMO(d)に比べて

2.2bps/Hzの向上を見ることができる．これは，SINRの劣化条件下においても，図

3.12で示したように，全帯域を 2基衛星 ·4マルチビーム間で周波数共用できている
ことが大きな要因であると言える．図 3.16はCNR=10∼13dBのチャネル容量比較で

ある．ここにおいても，特性劣化は 2.3bps/Hzと図 3.16と同様の結果を示しており，

システム (d)に比べて 2.4bps/Hzの特性向上も確認することができた．

以上のことから，提案する複数GEO衛星 ·マルチビームシステムはチャネル推定
精度の影響が大きいシステムでありながら，チャネル容量特性を大きく向上できる

システムであることを確認することができた．
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図 3.16: チャネル容量評価 (CNR = 10 ∼ 13 [dB])

3.5 まとめ

本章では，複数GEO衛星 ·マルチビームシステムの同一周波数並列伝送の提案を
行った．本システムにおける時間-周波数非同期環境下での伝送を達成するために，

送信プリコーディング，受信等化，空間フィルタ及びAFCの提案を行った．シミュ

レーションの結果，提案システムは従来の衛星MIMOシステムに比べて大きなチャ

ネル容量向上を確認することができた．

この結果，大容量化の見通しのあるマルチビーム衛星MIMOと複数衛星MIMO

を融合することによる，更なる大容量化が可能であることが分かった．
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第4章 複数LEO衛星
MIMO(LEO-MIMO)システム
の提案

4.1 はじめに

本章では，複数のLEO衛星によってMIMO伝送を行うLEO-MIMOシステムの提

案と伝送容量評価を行う．

LEO衛星システムは，前述の通り衛星の高度がGEO衛星に比べて低いことによ

る低減衰，低遅延の長所がある一方，衛星が常時移動するため，接続性を持続する

には複数の衛星を地球上空に周回する必要がある．これを利用し，複数衛星による

MIMO伝送を適用することが本技術の目的である．

本システムでは，LEOシステムの課題であるドップラーシフトの影響を考慮し，

同期，チャネル推定に用いる制御キャリアとガードバンドや帯域幅を設定した．

さらに衛星のビーム配置や受信UTのアンテナ構成を検討し，LEO-MIMOによっ

て更に容量を向上する方法も検討する．

4.2 従来のLEOシステム
本節では従来の衛星ダイバーシティを採用したLEOシステムのシステムモデル及

び周波数利用効率を説明する．前述の通りサービスエリア内で受信可能な複数衛星

間で異なる周波数を用いた FDMA方式を前提とする．
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図 4.1: 従来 LEOのダウンリンクシステムモデル (各衛星が専用の周波数チャネルに

割り当てられる FDMA（ダウンリンク）)

4.2.1 システムモデル

従来 LEOの伝送イメージを図 4.1に示す．本システムは，サービスエリアの総帯

域幅に対して衛星毎に異なる周波数に信号を割当て，受信UTは各衛星に対して信号

の同期，データ信号復調を行う．BSは複数衛星の軌道情報を把握することで，サー

ビスエリアを認識できるものとする．サービスエリア内で衛星間干渉を回避するた

め，異なる周波数を各衛星に割り当てる．BSは上述の通り衛星軌道を把握すること

で，サービスエリアが重畳する衛星間で異なる周波数を割り当てることとする．

m番目の衛星の送信信号 xm(t)は以下のように表現される．

xm(t) = sm(t) exp( j2π fmt). (4.1)

smはm番衛星を経由して送信されるベースバンド信号，fmはサブチャネル周波数で

ある．LEO衛星のドップラーシフトを考慮するため， fmは下記のように設定する．

fm − fm−1 =
Wm +Wm−1

2
+W<GB> (4.2)
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ここで

W<GB> ≥ 2
(

max
1≤m≤M

(∆ fm)
)
. (4.3)

Mは受信可能な衛星数，Wmはm番目の衛星の信号の帯域幅，W<GB>はガードバン

ド，∆ fmはm番目の衛星によって生じるドップラー周波数を示す．W<GB>の最小値

を本システムで発生する最大のドップラー周波数の 2倍に設定することで，キャリ

ア間干渉を回避することが可能である．受信UTは各衛星固有の制御信号を受信し，

制御情報を取得する．取得した制御情報を用いて，最も特性が得られる基準に基づ

いて通信を行う衛星を一機選択する．一般的には，以下のように通信可能な衛星の

うち最も受信電力が高い衛星を選択する．

md = arg max
1≤m≤M

|rm|2 (4.4)

ここで，

rm(t) = (hm(t) ∗ xm(t)) + n(t). (4.5)

rm(t)は受信信号，hm(t)はm番目の衛星のチャネル成分，n(t)は受信UTの白色ガウ

ス雑音成分を示す．(a ∗ b)は aと bの畳み込みを表現する．本論文では，衛星と受

信UT間の伝搬が一波のチャネルモデルであり，さらにチャネル推定および等化を

行う区間では静的なチャネルモデルであることを想定し，以下のような式となるこ

ととする．

(hm(t) ∗ xm(t)) = hm exp ( j2π∆ fmt) xm(t). (4.6)

チャネル成分の推定値 h′mは，⟨um(t) · u∗m(t)⟩ = 1を満たす既知信号 um(t)を送信信号

xm(t)に挿入することで，相互相関によって得ることができる．ドップラー周波数の

推定値 ∆ f ′mが理想的に検出できており，かつ xm = umと仮定すると，

h′m = ⟨rm(t) · u∗m(t) exp
(− j2π

(
fmd + ∆ f ′m

)
t
)⟩ (4.7)

= hm⟨um(t) · u∗m(t)⟩ + ⟨n(t) · u∗m exp
(− j2π

(
fmd + ∆ fm

)
t
)⟩ (4.8)

= hm + ⟨n(t) · u∗m exp
(− j2π

(
fmd + ∆ fm

)
t
)⟩. (4.9)



50

ただし (·)∗は複素共役を示す．ドップラー周波数の推定に関しては，例えば以下の
ように既知信号のシンボル間の平均位相差 E[∆θu]，シンボル区間を Tu[sec]とした

場合に，以下のように推定することができる．

∆ f ′m =
E[∆θ]
2πTu

. (4.10)

復調信号 s′md
は，受信信号に対して所望のサブチャネル周波数にドップラーシフト

周波数オフセットを補償した副搬送波の内積をとった後，推定したチャネル成分 hm

で除算することで得られる．

s′md
= ⟨rm · exp

(− j2π
(
fmd + ∆ fm

)
t
)⟩(1/h′m) (4.11)

4.2.2 周波数利用効率

従来の LEOシステムは，サービスエリアにM機の衛星があるのと同じ数のMサ

ブチャネル信号を使用するので，周波数利用効率は総帯域幅からガードバンドを差

し引いた値で計算される．各衛星の送信信号の帯域幅をW<x>とすると，システム

の総帯域幅Wは以下のように説明できる．

W = MW<x> + (M + 1)W<GB>. (4.12)

よって周波数利用効率 Rは以下のように表現できる．

R =
W − (M + 1)W<GB>

W
. (4.13)

4.3 提案LEO-MIMOシステム
本節では大容量化を目的とした LEO-MIMOシステムのシステムモデル及び周波

数利用効率を説明する．本システムは制御信号とデータ信号が異なる周波数に割り

当てられる．制御信号は各衛星固有の周波数に配置され，帯域幅を想定される最大

ドップラー周波数の 2倍に設定することで，受信UTは衛星固有の制御信号に含ま

れる既知信号から，素早くドップラーシフトの検出，同期，チャネル推定を可能と

する．データ信号は複数衛星間で同周波数に割り当てられ，前述の制御信号を用い

た同期を行った後に，信号を分離する．
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図 4.2: 提案する LEO-MIMOのダウンリンクシステムモデル（各チャネルは複数衛

星による専用の SISO /MIMO帯域に割当）

4.3.1 システムモデル

提案するLEO-MIMOシステムのシステムモデルを図4.2に示す．制御信号は，従来

のLEOと同様に各衛星の周波数に割り当てられるが，データ信号の周波数はMIMO

多重化に適合するように動的に選択される．m番目の衛星から送信された無線信号

xm(t)は以下のように表される．

xm(t) = Cm(t) +
N∑

n=1

S n,m(t). (4.14)

Cmはm番目の衛星のm番目の制御信号である．Cmの帯域幅が同じであると想定す

ると，Cmは以下のように表すことができる．

Cm(t) = cm(t) exp
(

j2π
{
m
[
W<c> +W<GB>

]
−W<GB>/2

}
t
)
. (4.15)

W<c>は制御信号の帯域幅を示す．cm(t)は m番目の衛星のベースバンド制御信号で

ある．S n,m(t)は，n番目の帯域のm番目の衛星からのサブバンド信号である．

S n,m(t) = sn,m(t) exp
(

j2π
{
f ⟨data⟩
n−1 +

[
W ⟨data⟩

n−1 +W ⟨data⟩
n

]
/2 +W<GB>

}
t
)
. (4.16)
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ここで，

f ⟨data⟩
1 = M(W<c> +W<GB>) +W<GB> +W ⟨data⟩

1 /2. (4.17)

sn,mは n番目の帯域のm番目の衛星 (SAT)からのベースバンドデータ信号， f ⟨data⟩
n は

n番目のデータ信号のサブバンド周波数，W ⟨data⟩
n はデータ信号の帯域幅，Mはサー

ビスエリア内の衛星の数である．UTの k番目のアンテナの受信信号は以下のように

表現される．

rk(t) =
M∑

m=1

hkm exp( j2π∆ fmt)

Cm(t + ∆tdm) +
N∑

n=1

S n,m(t + ∆tdm)

 + nk(t) (4.18)

ここで，hkmはm番目の衛星とUTの k番目のアンテナとの間に形成されるチャネル

成分であり，∆tdmは基準時間とm番目の受信時間との間の遅延時間である（例えば，

m番衛星を基準とすると，∆td1 = 0))．

提案する LEO-MIMOシステムでは，推定のための制御信号は固有の帯域が割り

当てられることで，(4.17)式のように，個々のドップラーシフトで同一周波数帯に

データ信号を多重しても，チャネル成分 hkmとドップラー周波数∆ fmを推定できる．

MIMO信号を復調するためのチャネル行列を推定するには，以下のチャネル成分を

UTによって推定しなければならない．

h̃km = exp
(
j2πW<c>∆tdm

)
hkm (4.19)

ここで，hkmは，基準衛星との遅延差がない場合の振幅及び位相係数に関連する複素

チャネル成分である．

このシステムで想定されているシングルパスチャネルの周波数特性は，振幅 ·位
相係数で表されるチャネル成分と衛星間の遅延に依存するため，式 (4.19)のように

線形に表現することができる．すなわち，チャネル相関は h̃kmを推定することによっ

て計算することができる．式 (4.14)の制御信号Cmに既知信号 umを挿入することで，

式 (4.7)∼(4.10)と同様に各チャネル成分の推定値を取得することができる．パラメー

タ∆tdm は，遅延時間および周波数遷移量の推定によって算出することができる．前

者は制御信号内の既知信号の受信時間を検出することによって推定することができ，

後者は既知信号から中心周波数を推定することによって検出することができる．提
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案システムでは，MIMO専用の衛星を選択するために，取得したチャネル推定値を

用いて相関を計算する．

md = arg max
1≤l≤L

∣∣∣∣det
(
H̃l

)∣∣∣∣ (4.20)

ここで，

L =

 M

K

 (4.21)

KはUTのアンテナ数である．H̃l(1 ≤ l ≤ L)は，m番目の衛星の K行のチャネル成

分の列ベクトル h̃mと，受信アンテナとの任意の K個の組み合わせから生成された

チャネル行列である．

h̃m =


h̃1m
...

h̃Km

 . (4.22)

例えば，UTが 3つの受信アンテナ (K = 3)を有し，5つの LEO衛星 (m = 5)と通信

可能な場合，H̃lが H̃1 =
(
h̃1, h̃2, h̃3

)
，H̃2 =

(
h̃1, h̃2, h̃4

)
，H̃10 =

(
h̃3, h̃4, h̃5

)
のような

L =

 5

3

 = 10個のパターンを有する
∣∣∣∣det
(
H̃l

)∣∣∣∣を最大にするようにMIMO送信のた

めに 3つの衛星を選択する．このように L個の組み合わせの中から式 (4.20)の行列

式の最大値をとることにより，高いチャネル容量を得ることができる．復調された

信号ベクトル s′は，以下のように線形変換によって導き出すことができる．

s′ =


e− j2π

(
f ⟨data⟩
nd +∆ fm1

)
t 0 0

0 . . . 0

0 0 e− j2π
(

f ⟨data⟩
nd +∆ fmK

)
t

Wrnd (4.23)

ここで，rnd は，系列長 Kの nd番目のサブチャネルの受信信号ベクトルである．nd

は，BSから通知されたデータ信号の 1 ∼ n ∼ Nから選択された周波数番号である．

周波数オフセット ∆ fm1 , · · · ,∆ fmK は K個の衛星のドップラー周波数であり，受信し

た制御信号を用いて推定及び除去される．受信ウェイト行列Wがゼロフォーシング

(ZF)アルゴリズムによって計算される場合，Wは次のように導くことができる．

W =
(
H̃′Hmd

H̃′md

)−1
H̃′Hmd

(4.24)
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図 4.3: LEO-MIMOの帯域割当から復調までのフローチャート（BSが受信UTの要

求情報に基づいて SISO /MIMO帯域幅割当てを決定）

H̃′md
は，式 (4.20)で選択された H̃md の推定チャネル行列である．

4.3.2 帯域割当 ·復調の手順

LEO-MIMOの帯域割当から受信UTの復調までのフローチャートを図 4.3に示す．

このシステムでは，ステップ 1とステップ 2でBSは衛星固有の制御信号の周波数を

各サービスエリアに割り当て，UTは式 (4.15)によって与えられる制御信号を受信し

各衛星と同期を行う．

ステップ 3および 4では，UTが式 (4.15)の制御信号を受信して同期した後，チャ

ネル推定の情報に基づいて式 (4.20)によって伝送容量が向上するMIMO伝送に適し

た衛星を選択し，アップリンクを介して BSに選択した衛星を通知する．

ステップ 5において，BSはUTからの通知された情報に基づいて各衛星が送信す

るデータ信号に周波数リソースを割り当て，ステップ 6にてBSが各衛星を経由して

それぞれ割り当てたダウンリンクデータ信号を送信する．また，第 n帯域幅W ⟨data⟩
n

の割り当て方法は，サービスエリア内で通信可能なUTによって指定された衛星の
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数に応じて BSによって制御される．

ステップ 7では，UTはBSからの制御信号を介して周波数情報を取得し，推定情

報に基づいて等化を行い，複数衛星からのMIMO信号を復調する．

4.3.3 周波数利用効率

LEO-MIMOシステムでは，システムの総帯域幅Wは，以下のようにデータ信号

と制御信号，ガードバンドの帯域を含めたものとして説明できる．

W =
N∑

n=1

W ⟨data⟩
n + MW<c> + (N + M + 1) W<GB>. (4.25)

制御信号とガードバンドの総帯域幅が占有周波数帯域幅に対して多大になると，周

波数利用効率の低下を及ぼす．周波数利用効率 Rは，M個の制御信号と N個のデー

タ信号との間のガードバンドの総帯域幅を差し引くことによって計算される．

R =
W − MW<c> − (N + M + 1) W<GB>

W
(4.26)

従来のシステムと比較して，専用の制御信号およびそのガードバンドに割り当てら

れたリソースによって周波数利用効率が低下する．

4.4 伝送容量評価 [115]
本節では，システムが達成する伝送容量を計算機シミュレーションによって評価

する．シミュレーション条件として，全UTが衛星の数と同数のアンテナ（すなわち

K = M）を有することと想定する．また，すべてのUTがすべてのアンテナでMIMO

伝送を行う（すなわちデータ信号帯域の数が N = 1）であると想定する．

提案システムの基本特性を評価するために，次の式を使用する．

Capacity = R log2

(
det
(
HHH (γ0/ (MK))

)
+ IK

)
(4.27)

異なる受信アンテナ数の比較のため，γ0/Mを Kで除算することで合計利得の公平

性を保つこととした．IKは，K個の対角要素を持つ単位行列である．
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表 4.1: シミュレーション諸元

中心周波数 fc 12 [GHz], 20 [GHz]

衛星-受信UT間距離 1,000 [km]

ドップラー周波数 ∆ fm fc × 2 × 10−5

制御信号帯域幅W<c> 2∆ fm

ガードバンドWBG 2∆ fm

送信衛星数 M 1-15

衛星仰角 10◦-90◦

衛星方位角 10◦-360◦

単一アンテナ時の 7∼10 [dB]

受信 CNR

受信UTアンテナ数 K 送信衛星数 M

受信UTアンテナ 円形配置 (半径 1 [m])

受信UTアンテナパターン 無指向性

4.4.1 評価条件の設定

本節では，計算機シミュレーションを行うための評価条件の説明を行う．本検討

では，本来チャネル行列を式 (4.7)∼(4.10)のように推定を行うものであるが，各シス

テムの理想的なチャネル容量を評価するため，式 (4.27)のチャネル行列Hは理想値

を用いるものとする．また，システム帯域幅が固定設定である場合，衛星数が増加

すると制御信号とガードバンドの総帯域幅が増加するため，データ伝送に用いる帯

域幅が減少する．この影響を反映するため，式 (4.13)および (4.26)の周波数利用効

率 Rを乗算することで，システム容量を算出することとしている．表 4.1にシミュ

レーション諸元を示す．また図 4.4に本節の衛星と受信UTの位置関係のイメージ図

を示す．本検討では，シミュレーション 1回につき 1∼複数機の衛星の軌道位置をラ
ンダムに設定した後，1機の受信UTにおける式 (4.27)の容量を算出する．衛星及び

受信UTの位置関係は，衛星の高度，軌道，受信UTのアンテナ間隔，傾き，地上で

の位置によって大きく変動する．本節の検討では，衛星高度と受信UTのアンテナ
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図 4.4: シミュレーション検証の衛星-受信UTの位置設定

配置を定めた上で，汎用的な条件とするため表 1に示す衛星仰角，方位角の範囲内

でランダムに設定する．アンテナ数と衛星数は各シミュレーションで固定的に与え

た値を設定する．

4.4.2 計算機シミュレーション評価

Ku帯およびKa帯のダウンリンクについてそれぞれ 12GHzおよび 20GHzの 2つ

の中心周波数において検証を行う．ドップラー周波数は，[118]で述べた最大ドップ

ラー周波数よりわずかに高く設定された中心周波数 fc × 2 × 10−5の関数であると想

定する．また，制御信号を受信し，キャリア間の干渉を防止するために，制御信号

W<c>とガード帯域幅W<GB>の帯域幅をドップラー周波数の 2倍に設定する．3つの

衛星を設定した場合のチャネル容量の比較を図 4.5に示す．

狭帯域および広帯域のシステムを想定し，それぞれ総帯域幅を 20MHzと 200MHz

に設定した上で，累積密度関数 (CDF)を算出した．結果を図 4.5に示す．20MHz帯

域幅では，従来 LEOシステムに比べて特性が向上しており，50%値では fc=12GHz
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図 4.5: 衛星数 3の場合の 12GHz（Ku帯ダウンリンク）と 20GHz（Ka帯ダウンリン

ク）における従来および提案システムのチャネル容量の CDF比較

では約 2bps/Hz，fc=20GHzでは約 1.6bps/Hzの特性向上を見ることができる．また

異なる中心周波数の特性の乖離は，ドップラー周波数の増加に伴う 周波数利用効

率 Rの低下によって劣化する．具体的には fc=12GHzの場合は R =. .0.81であるのに

対し， fc=20GHzでは R=0.68となる．(b)に示す 200MHz帯域幅では，ドップラー

周波数の影響が総帯域幅Wに比べて小さいため，MIMO多重化による容量の大き

な向上が確認できる．一方，従来のシステムでは 3機衛星毎に周波数を分割するた

めに，伝送容量の改善が制限される．50%値の比較では，LEO-MIMOシステムに

よって約 2.7bps/Hzの向上を確認することができる．また周波数利用効率において

は， fc=12GHzでは R=0.98， fc=20GHzでは 0.97となるため，広帯域幅の条件では

両者に大きな特性差が生じていないことが分かる．

総帯域幅W=20MHzの条件で，各衛星数において CDF1%と 50%のプロットされ

たチャネル容量を図 4.6に示す．従来システムは衛星数の増加に伴い Rが著しく減

少するため，チャネル容量は単調減少していることが分かる．一方 LEO-MIMOに

関しては，衛星数の増加に伴いチャネル容量が増加する領域が存在することが分か

る．12GHzでは，CDF1%と 50%の 5衛星で最大値が達成されることが分かる．こ
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図 4.6: 衛星数毎の 12GHz（Ku帯ダウンリンク）と 20GHz（Ka帯ダウンリンク）の

従来および提案システムのCDF値（1%と 50%）のチャネル容量比較（W=20MHz)

れは，衛星数の増加によるMIMOの容量向上効果が制御信号の増加に伴う周波数利

用効率の低下を上回ったことによるものと考えられる．一方で 6衛星以降に減少が

見られているのは，制御信号とガードバンドが増加することによる周波数利用効率

の減少が，MIMOによる容量向上効果を上回ることによるものである．一方 20GHz

では，50%値においては 3機衛星において，1%値においては 5機衛星で最大値を示

している．それぞれ 50%値の最大値をとる衛星数で比較すると， fc=12GHzでは約

2.7bps/Hz，fc=20GHzでは約 1.6ps/Hz(図 4.5と同条件)もの特性向上を図ることがで

きることが分かった．

図 4.7の帯域幅W=200MHzの場合，LEO-MIMOシステムは伝送容量の向上は徐々

に飽和するものの，W=20MHzと同様に単調減少する従来システムに比べて単調増

加となり，大幅に改善されていることが分かる．衛星数 M=15では， fc=12GHzで

約 4.7bps/Hzを示していることが分かる．このことから，帯域幅を大きく設定する

ことで，制御信号とガードバンドによる周波数利用効率の低下の影響が小さくなり，

衛星数が増加した場合でもMIMOによる伝送容量の向上が得られることが分かる．
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(b)W=200MHz

図 4.7: 衛星数毎の 12GHz（Ku帯ダウンリンク）と 20GHz（Ka帯ダウンリンク）の

従来および提案システムのCDF値（1%と 50%）のチャネル容量比較（W=200MHz)

以上の検証から，帯域幅と衛星数を適切に設定することにより，従来のLEOシス

テムに比べてシステム容量を大幅に向上できることが分かった．さらに，ドップラー

シフトに対して帯域幅を十分に大きく設定すると，衛星数に関わらず，伝送容量の

改善効果が大きいことが期待できることが確認できた．

4.5 衛星ビーム ·受信UTマルチアンテナ構成の検討
4.4節では，衛星軌道をランダムに設定した場合の衛星数毎のチャネル容量の比較

を行った．一方，実際はグローバルサービスエリア全体での各衛星のビーム配置と制

御 ·データ信号の周波数割当を考慮した設計を行う必要がある．本節では，LEO衛星

のビーム配置と周波数割当，UTの受信アンテナ構成を設計することで，LEO-MIMO

の更なる特性向上を検討する．
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4.5.1 LEO衛星のビーム配置と周波数割当

一般的に，周波数利用効率とサービス品質 (Quality of Service: QoS)の両面を考慮

するために，以下のような方針が考えられる．

ケース 1. 図 4.8(a)では，衛星のビーム幅を広くとることで，常にUTがいずれかの

衛星から十分な受信CNRを得ることで，QoSを向上させる方法である．一方

でビーム間の重畳するエリアは干渉につながるため，隣接ビーム間で異なる周

波数を割り当てることで干渉を回避する．図のように周波数を三色繰り返しで

割り当てることで，システム全体としては 3つの周波数帯を設定するのみで構

築が可能となる．

ケース 2. 図 4.8(b)では，全ビームを同周波数帯域に割り当てることで，周波数利用

効率を重視するシステムである．一方で本方式は衛星ビーム間の重畳エリアの

干渉は致命的なものになるため，できるだけ重畳エリアを小さくすることで，

干渉を回避しなければならない．またビーム端に存在する受信UTは，最も高

いCNRが得られる衛星へのハンドオーバーを迅速に行うことで，QoSを担保

する必要がある．

これに対し，提案する LEO-MIMOシステムは，MIMOを利用することでケース 2

の周波数利用効率を実現しながらも，複数衛星からのビームを受信するためにケー

ス 1のようなビーム重畳を行うことがメリットとなる．本節では，図 4.9のように六

角形の簡易モデルにてビーム割当を考察する．LEO-MIMOでは，できるだけ複数の

衛星から高利得で信号を受信するため，ビーム半径は大きい方がよい．通常の LEO

システムでは，ビーム間の重畳は衛星間干渉につながるが，LEO-MIMOでは複数衛

星MIMO伝送の品質向上に寄与する可能性がある．さらに制御信号の割当は三色繰

り返しを適用することで可能である．以上のように，ビーム重畳による複数衛星か

らの受信CNRの向上と，システム全体における制御信号による周波数利用効率の低

下を防ぐために三色繰り返しの適用により，LEO-MIMOのシステム容量特性向上に

つなげる．
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(a)重畳ビーム&3周波数繰り返し (b)隔離ビーム&1周波数繰り返し

図 4.8: 衛星のビーム割当と従来 LEOシステムのサービスエリア

4.5.2 受信UTのアンテナ構成

UTの受信アンテナ構成はMIMO伝送の伝送容量向上のために最も重要な要素で

ある．異なる軌道に位置している複数衛星から同時に信号を受信する必要があるた

め，アンテナのビーム幅は広いことが望ましい．一方，アンテナ利得を高めるため

にはできるだけ口径の大きいアンテナを用いることが望ましいが，この場合ビーム

幅が狭くなり，LEO衛星を同時に受信することに不向きとなる．

したがって，本システムでは図 4.10に示すようなマルチアンテナ素子を用いた正

方アレー構成を検討する．本アンテナ構成にMIMO等化技術による複数衛星信号の

電子追尾を実現することで，マルチビームを広域に指向させることが可能となる．

本論文では，車載や船舶での利用を想定し，一辺 1mの正方アレーを検討する．本ア

ンテナ構成において，伝送容量を向上するための各アンテナ素子のアンテナパター

ンと素子数の考察が必要となる．
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(a)サービスエリアイメージ (b)制御 ·データ信号のチャネル割当

図 4.9: LEO-MIMOのサービスエリアとビームの周波数割当

図 4.10: LEO-MIMOシステムにおける受信UTの正方アレーアンテナ構成

4.5.3 評価条件の設定

本節では，ビーム半径と受信UTのアンテナ素子を設定した上で伝送容量を評価す

る．UT毎の伝送容量のシミュレーションを行うため，UTは図 4.9(a)の中心のサー

ビスエリア内をランダムに位置させるものとする．その他のシミュレーション諸元

を表 4.2に示す．図 4.11に，隣接するビームに対するビーム中心間距離，離隔ビー

ム半径，重畳ビーム半径を示した．シミュレーション上の 7基の衛星から近傍の衛

星を送信衛星として選択する．LEO-MIMOの場合は 3基衛星を選択し，MIMO伝

送を行う．SISOの場合は 1基の衛星を選択し，最大比合成によってシングルビーム
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表 4.2: シミュレーション諸元 2

中心周波数 fc 12 [GHz], 20 [GHz]

システム帯域幅Wall 20 [MHz]

ドップラー周波数 ∆ fm fc × 2 × 10−5

ガードバンド帯域幅W<GB> 2∆ fm

衛星高度 1,000 [km]

隣接ビーム中心間距離 D 1,100 [km]

ビーム半径 (半値幅) 離隔ビーム: D/
√

3

重畳ビーム: 2D/
√

3

シミュレーション上の衛星数 7

送信衛星数 M SISO: 1

MIMO: 3

単一アンテナUTの 20 [dB]

ビーム中心の受信 CNR

UTアンテナ構成 正方アレー (1 [m] × 1 [m])

UTアンテナ素子 円形開口アンテナ

UTアンテナ素子数 1, 22, 52, 82, 112, 162, 252

UTアンテナ素子直径 dK dk = d1/
√

K

d1 = 4m

等化アルゴリズム SISO:最大比合成

MIMO: Zero Forcing (ZF)

を形成する．UT一機あたりの伝送容量を以下のように算出する．

Capacity = R ·
M∑

m=1

log2

|bmm|2/
 K∑

k=1,k,m

|bmk|2 +
J∑

i=1

|zmi|2 + N
K∑

k=1

|wmk|2
 + 1

 . (4.28)

ここで，M × Kの重み行列Wのm行 k列の成分をwmkとし，B=WHと定義される

3 × 3の行列 Bのm行 k列の成分を bmkとする．送信衛星以外の干渉衛星数を J (シ

ミュレーションでは J=7-3=4)，干渉衛星から受信アンテナへの干渉成分を表すK× J
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図 4.11: LEO衛星ビーム半径と配置

の行列をUとした時，Z =WUとなるM× Jの行列Zのm行 i列の成分を zmiとする．

チャネル行列Hは以下のように算出する．

H =
Psat

K
CGsatCant (4.29)

Psatは衛星の送信電力である．Psatは単一アンテナを所有するUTがビーム中心に位

置する場合に CNRが 20dBとなるように設定する．UTのアンテナ利得は，公平性

を保つために単一アンテナ時の利得から Kで除算する．シミュレーションは直接波

の一波のみのチャネルモデルを想定し，Cは K × M行列の電力 1の位相シフト行列

であり，各衛星からUTの各アンテナ素子までの経路長と波長の比によって決定す

る．Gsatは K × Mのビーム利得を表す対角行列である．ビーム利得は，ビーム中心

（最大 CNR)からビーム端 (最大 CNR-3dB)まで線形減少するものとして，各ビーム

の位置によって決定される．Gantは K × NT Xの受信利得行列であり，メインビーム

の利得を 1として，実際の受信利得は各アンテナ素子の放射パターンに対する衛星

の軌道位置によって決定する．UTの全てのアンテナ素子の放射パターンは，指向方

向を天頂方向に設定する．今回はアンテナ素子は円形開口アンテナと想定し，以下

の式によって放射パターンを算出する [119]．

E(ϕ) = 2
J1(X)

X
(4.30)

where X =
2πdK sin θ
λ

(4.31)
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図 4.12: アンテナ素子数 Kに対するアンテナパターンの半値角

ϕは天頂方向に対する衛星軌道位置との角度，dKは円形開口アンテナの直径，J1は

Xの第一種ベッセル関数である．前述の通り，アンテナ利得は公平性のためにアン

テナ数 Kに依らず一定とするため，円形開口アンテナの直径を dK = d1/
√

Kと設定

する．UTのアンテナ素子は 1m×1mの正方アレーに一定距離間隔で配置されている

ものとする．Wは受信重み行列である．従来LEOの一衛星に対するビームフォーミ

ングは最大比合成によって実現するものとし，残りの 6衛星からの信号は干渉源と

して扱う．提案 LEO-MIMOシステムにおいては，式 (4.24)に示した ZFアルゴリズ

ムによって 3衛星からの信号を復調できるように重み行列Wを算出するものとし，

他の 4衛星は干渉源として扱う．また，Wを計算するために必要なチャネル行列H

は，今回理想的に推定できるものとする．

4.5.4 計算機シミュレーション評価

伝送容量評価の前に，UTアンテナ素子の半値幅と衛星の軌道角の関係について，

シミュレーションによって確認する．図 4.12は，アンテナ素子数 K毎のアンテナパ

ターンの半値角をプロットしたものである．アンテナ数が増加する度に，半値角が増
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図 4.13: 近傍の 3衛星の軌道角の確率密度関数 (Probability Density Function: PDF)

加していることが分かる．また，半値角とその利得は周波数にも依存する．図 4.12

においてアンテナ素子数を 625のおいて比較した場合，周波数 12GHzでは半値角が

50◦，周波数 20GHzでは半値角が 25◦となる．図 4.13は，天頂方向に対する近傍の 3

衛星の軌道角の確率密度関数 (Probability Density Function: PDF)を表す．図 4.13で

は，MIMO伝送容量を向上するために重要となる 2，3番衛星の角度は 30◦と 50◦の

領域を示していることが分かる．図 4.12において，周波数 12GHzにおいて 625素

子の正方アレーでは，約 53◦の半値角を示し，この領域を概ね達成していることが

分かる．一方周波数 20GHzでは，29◦の半値角となっており，2，3番衛星の受信可

能な領域を満たせていないことが分かる．

図 4.14は周波数 12GHz，K = 625における，従来LEOとLEO-MIMOのダウンリ

ンク伝送容量のCDFを比較したものである．また，それぞれにおいて離隔ビームと

重畳ビームにおいて結果をプロットした．図の通り，LEO-MIMOは従来 LEOに比

べて+約 6bps/Hzと大幅に伝送容量が向上していることが分かる．さらに，離隔ビー

ムに対する重畳ビームによる伝送容量向上効果に関しても，従来LEOはほとんど見

られないが，LEO-MIMOは 1.8bps/Hz程度の向上を確認することができる．
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図 4.14: 従来 LEOと LEO-MIMOの伝送容量 CDF比較 (周波数 12GHz，K = 625)

図 4.15に，UTのアンテナ数に対する伝送容量の CDF1%値と 50%値のプロット

したグラフを示す．(a)の離隔ビームにおいては，アンテナ素子数 K = 121以降に

おいて LEO-MIMOの優位性を確認することができる．K = 625においては，CDF

50%値では約 6 bps/Hzの向上を確認することができる．(b)の重畳ビームにおいて

も，LEO-MIMIO容量は (a)と同様に K = 121で優位性を確認することができる．重

畳ビームでは離隔ビームに比べてさらに特性向上が達成されており，K = 625では

CDF 50%値で従来LEOに比べて+8 bps/Hzの向上効果が見られた．図 4.12の周波数

12GHzにおいては，K = 256で半値角 30◦を超えていることが確認でき，図 4.13の

PDFによれば，2番目に近い衛星の軌道に半値角が及ぶ領域となっている．これに

より，複数 LEO衛星によるMIMO伝送の効果を大きく得られたことで，容量の改

善が図られているものと考えることができる．また注目すべきは，K = 121以下の

点において，重畳ビームによって従来LEOは伝送容量がわずかに低下しているのに

対し，LEO-MIMOは向上している点である．このように，ビーム半径を重畳させる

ように設定すると，MIMO伝送のメリットを確認することができる．
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(a)離隔ビーム

(b)重畳ビーム

図 4.15: UTアンテナ数に対するダウンリンク伝送容量CDF1%値と 50%値の比較 (周

波数 12GHz)
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図 4.16に周波数 20GHzにおけるCDFの比較を示す．図の結果，20GHzにおいて

は (a)も (b)もほとんどの領域で LEO-MIMOによる向上効果を確認することができ

ず，K = 625のみ (a)では+3 bps/Hz，(b)では+4 bps/Hzの向上が見られるのみであ

る．図 4.12における 20GHzの半値角は，K = 256までは 20◦未満であり，K = 625

で 30◦付近に到達していることが確認できる．このことから，20GHzでは K = 256

までは 2番目以降の衛星からの同時伝送の恩恵を受けることができず，伝送容量向

上効果が達成されていないことと考えることができる．

以上の結果より，従来 LEOに対する LEO-MIMOによる伝送容量向上を達成する

ためには，想定しうる複数衛星からの信号を十分に受信可能なアンテナ素子を複数

用いることが重要であることが分かった．実際には今回のシミュレーションのよう

な平面座標とは異なる軌道に衛星が配置されるが，同様のアプローチで受信アンテ

ナ素子を構成することで，特性向上を見込むことが可能であると考えられる．さら

に，隣接衛星間のビーム配置においても，重畳させることでMIMO特性向上に寄与

できるものであることが分かった．
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(a)離隔ビーム

(b)重畳ビーム

図 4.16: UTアンテナ数に対するダウンリンク伝送容量CDF1%値と 50%値の比較 (周

波数 20GHz)
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4.6 まとめ

本章では，複数のLEO衛星によってMIMO伝送を行うLEO-MIMOシステムの提

案を行い，伝送容量評価による従来LEOシステムとの優位性の確認を行った．LEO

システムはカバレッジ確保のために複数衛星と受信UTが同時に通信を行うことが

考えられるため，複数衛星を用いたMIMO伝送による伝送容量の向上が期待でき

る．計算機シミュレーションの結果，総帯域幅 20MHzに設定した場合，中心周波数

12GHzで 5機衛星によるMIMO伝送が最も高い伝送容量を達成し，また中心周波数

20GHzの場合は 3機衛星の場合に伝送容量最大化を達成し，それぞれ従来 LEOシ

ステムに比べて約 2.7bps/Hzと 1.6bps/Hzの増加を達成した．さらに LEO-MIMOシ

ステムは総帯域幅が大きいほど伝送容量が高くなり，最大で約 4.7bps/Hzまで達成

できることが分かった．

さらに，システム全体での LEO-MIMOの伝送容量特性向上効果を達成するため，

衛星のビーム配置や受信 UTのアンテナ構成を検討した．具体的には，3基の衛星

によるダウンリンクMIMO伝送を想定し，衛星ビームは重畳させて複数衛星からの

利得を向上し，UTのアンテナは半値角の大きい小型素子を多数並べて設置するこ

とで，MIMOの特性向上を図った．計算機シミュレーションの結果，想定環境にお

いては周波数 12GHz，アンテナ素子数 625個の条件で，従来 LEOに比べて平均+8

bps/Hzの特性向上を達成することができた．

このことから，本来複数の衛星を用いて運用を行う LEOシステムMIMO技術を

適用することで，更なる大容量化を実現できる可能性を見出すことができた．
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第5章 地上局マルチアンテナパターン

の実測定による推定精度評価

5.1 はじめに

本章では，マルチアンテナを所有する地上局を用いた衛星MIMOの実用化を想

定し，地上局で構築される複数の大型アンテナを用いたマルチアンテナパターンの

推定精度について検討を行う．マルチアンテナパターンは，通常のアレーアンテナ

に比べてアンテナ間の距離が大きく，アンテナパターンの測定が困難である．本章

の目的は，測定が困難であるマルチアンテナパターンを推定によって導出し，実測

パターンと比較することにより，推定精度を検証することである．今回の実験では，

Ku帯を想定した 2台のパラボラアンテナにおいて，周波数，アンテナ配置，偏波等

の様々な条件下において，高精度にパターンが推定できることを示す．

5.2 マルチアンテナパターンの測定方法

5.2.1 マルチアンテナパターン測定の課題

Ku帯マルチアンテナのアンテナ間隔は数mにも及ぶため，正確な遠方界パター

ンを測定するには，送受信機間の所要距離が大きくなる．遠方界パターンは，アン

テナパターンが平面波とみなせることが条件であり，具体的には，図 5.1に示すよう

に送信アンテナから到来する電波が球面波の場合と平面波の場合を想定し，これら

の距離誤差で最も大きい値 ∆Rが λ/16 (λ: 波長)以下になることが必要である [119]．

Ku帯で最も高周波数である 14.5GHzで計算すると，∆Rは 1.29mm以下である必要

がある．図 5.2は 2台のアンテナ間距離に対する，∆R ≤ 1.29mmを満たす送受信機
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図 5.1: 距離誤差 ∆R

間距離の所要値である．図 5.2に示すように，アンテナ間距離は 4mを越えた場合，

送受信機間距離は 1.55km以上となる．このような長距離の送受信機を所有し，かつ

反射や干渉源のない条件を満たしたアンテナパターン測定場は，例が少ない．この

ためにマルチアンテナの実用化を困難にしている．

5.2.2 マルチアンテナパターンの推定

マルチアンテナパターン取得を簡易化するため，本論文では個々のアンテナパター

ンのみ実測値とし，アレーファクタを計算によって取得することで，アレーパター

ンを推定する．本推定方法におけるアンテナ間の相互結合に関しては，マルチアン

テナは波長の十数倍以上のアンテナ間隔を想定しているため，無視できるものと考
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図 5.2: 14.5 GHzにおける送受信機間の所要値

える．推定パターンは以下の式によって導出することができる．

D(θ, ϕ) =
N∑

n=1

angn(θ, ϕ) fn(θ, ϕ) (5.1)

ここで，図 5.3に示すように，D(θ, ϕ)は方位角 θと仰角 ϕ(0◦は水平方向)における推

定パターンである．anは n番アンテナの励振振幅係数，gn(θ, ϕ)は事前に取得した n

番アンテナの実測パターンである．Nはアンテナ数である．n番アンテナの位相パ

ターン fn(θ, ϕ)は以下のように示される．

fn(θ, ϕ) = exp
{
− j2π f

c
(dxn cos θ cos ϕ + dyn cos θ sin ϕ + dzn sin ϕ) + δn

}
. (5.2)

パラメータ (dxn, dyn, dzn)は n番アンテナの 3次元座標を表す．δnは n番アンテナの励

振位相係数であり，以下のようになる．

δn =
− j2π f

c
(dxn cos θ0 cos ϕ0 + dyn cos θ0 sin ϕ0 + dzn sin ϕ0). (5.3)

ここで θ0 と ϕ0 は通信対象となる衛星方向における方位角と仰角を示す．ここで，

gn(θ, ϕ) = 1とした場合，D(θ, ϕ) =
∑N

n=1 an fn(θ, ϕ)はアレーファクタとなる．個々の
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図 5.3: マルチアンテナ座標パラメータ

アンテナのパターン測定を事前に行うことは容易なので，その他のパラメータを考

慮したアレーファクタを計算すれば，マルチアンテナパターンの推定値を算出する

ことが可能である．

5.3 マルチアンテナパターン測定構成

マルチアンテナパターン推定の精度を評価するため，実測値との比較を行う．前

述の通り，測定に関してはアンテナ間距離に対する送受信機間距離や，振幅，位相

の合成などが必要である．本節では，測定構成に関する詳細を説明する．
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表 5.1: 測定諸元

アンテナ 60 cmϕパラボラアンテナ

アンテナ数 2

偏波 V,H偏波の主偏波と交差偏波

中心周波数 14.0, 14.5 [GHz]

アンテナ間距離 4 [m]

受信レベル範囲 -55 [dB] ∼

5.3.1 屋外試験の構成

表 5.1に，測定諸元を示す．今回は，60cm径のパラボラアンテナを 2台使用し，

それぞれには反射器と一次放射器が搭載されている．偏波に関しては，VH偏波に

加えて，交差偏波の測定も行った．周波数は，Ku帯アップリンク帯域の最小 ·最大
周波数である 14GHzと 14.5GHzを設定する．アンテナ間距離は 4mに固定設置する

こととした．

図 5.4は 2台のパラボラアンテナの 14GHzにおける実測パターンを示したもので

ある．2つのアンテナパターンは同様の形となっていることが分かる．EIRPのパター

ンマスクは，隣接衛星への干渉を防ぐために，±9.2◦以内の範囲で厳しく規定されて

いる [120]．2つのアンテナパターンは-55dBで実験機器の性能上発生するノイズフ

ロアを示している．マスクが規定されている±9.2◦以内のパターンにおいては-55dB

に比べて十分大きい値を示しているため，実験に支障はないと考えることができる．

図5.5にアンテナパターン測定の概要図を示す．前述通り，受信機においては60cm

径パラボラアンテナを 4m離して設置し，マルチアンテナ構成としてアレーパター

ンを測定する．今回の測定場は送受信機間の距離が 1.7kmであり，図 5.2において

4m間隔の場合の許容値が 1.55km以上と確認できるため，許容値を満たすことが分

かる．

始めに，2台のアンテナを送信機に方向調整を行う．次に図 5.6に示すように，各

アンテナの信号の同相合成を行うため，各アンテナから受信した信号の振幅と位相

を調整する．振幅と位相の調整後，受信機のターンテーブルを回転させながら合成
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図 5.4: アンテナの実測パターン

信号電力を測定する．前述の通り，合成回路は 2アンテナの出力信号を合成して最大

電力を得るために重要なツールである．本回路の設計について，以下に説明を行う．

• テーブルが回転している間に振幅と位相が変動することを回避するため，導波
管を使用する．

• 合成電力を最大値にする方法として，マジックティーのアイソレーションポー
トの電力が最小になるように位相と振幅を調整することで，合成ポートの電力

が最大化される．本実験では，位相誤差が 2.0◦，振幅誤差が 0.5dB以下とされ

るマジックティーのアイソレーションレート 30dBを目標設定値とする．

マルチアンテナ配置による推定精度の確認も行うため，本実験では図 5.7に示す

ように 3つの異なるアンテナ配置についても測定を行った．図 5.7(a)はブロードサ

イド配置である．図 5.7(b)は仰角方向に 40◦オフセットを与えた配置である．この

配置法は，等価的には 4 cos(40◦)mのアンテナ間隔のエンドファイヤアレーと考える

ことができる．図 5.7(c)は図 (b)に方位角方向に 5◦オフセットを与えたものである．
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図 5.7(b)と (c)の前後のアンテナによるブロッキングの可能性について，図 5.8に詳

細を示した．後方アンテナから前方アンテナの端までの角度が，軸外方向に対して

40◦である．一方，図 5.4では，2つのアンテナパターンは±40◦方向では-40dB以下

となっている．このことから，図 5.7(b)と (c)のブロッキングによる影響は無視でき

るものとして考える．

5.3.2 測定手順

以下にマルチアンテナパターン測定の手順を説明する．

1. 3つのアンテナ配置から一つを選択し，ターンテーブルの初期位置を設定する．

2. 送信アンテナに対して受信アンテナの方向調整を行う．スペクトラムアナライ

ザで受信電力を最大値になるように確認しながら調整する．

3. アレー合成回路のアイソレーションポートの出力電力をスペクトラムアナライ

ザで確認できるように設定する．

4. 各受信アンテナ信号において位相トリマーを調整し，マジックティーのアイソ

レーション出力電力を最小化する．

5. 一方の可変減衰器を調整し，マジックティーのアイソレーション出力電力を最

小化する．最小値が得られなかった場合，他方の可変減衰器で調整する．

6. 合成出力電力とアイソレーション出力電力を記録する．

7. アイソレーション電力が 30dB以下となった場合は，3に戻る．30dB以上と

なった場合は，セットアップ完了となる．

8. ターンテーブルを回転しながら受信合成電力と方位角のデータを記録する．
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図 5.5: アンテナパターン測定の概要図

図 5.6: 受信機の合成回路
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(a)アンテナ配置 1 (b)アンテナ配置 2 (c)アンテナ配置 3

図 5.7: 測定に用いるマルチアンテナ配置

図 5.8: 前方アンテナによるブロッキングの影響
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5.4 マルチアンテナパターンの推定値の精度評価

5.3.2節で説明した手順を用いて，マルチアンテナパターンの屋外試験を行った．

前述の通り，マルチアンテナパターンの推定は，個々のアンテナの実測パターンと

計算したアレーファクタを式 (5.1)に基づいて算出する．

本節では，2台のパラボラアンテナを用いた推定パターンの精度を確認するため，

周波数 ·偏波 ·アンテナ配置の 3つのパラメータを変更して推定値と実測値の比較を

行った．

5.4.1 マルチアンテナパターン推定の一例

今回の評価における基本となる推定パターンを図 5.9に示す．図 5.9 (a)はアンテ

ナ配置 1·周波数 14GHzの情報から算出したアレーファクタである．主方向である 0◦

と同相となるグレーティングローブが多数発生していることが分かる．このアレー

ファクタと，図 5.4で示した 2つのパラボラアンテナの実測値を掛け合わせたもの

が図 5.9(b)である．以下で確認すべきことは，推定パターンで示されている多数の

細かいグレーティングローブが，高精度に推定できているかどうかである．

5.4.2 H偏波におけるマルチアンテナパターン比較評価

本節では，アンテナ配置 1におけるH偏波でのマルチアンテナパターンの推定値と

実測値を比較する．図5.10(a)と (b)では，それぞれ方位角−180◦ ∼ 180◦と−10◦ ∼ 10◦

のアンテナパターン比較を示している．

図の比較結果から，推定値と実測値は非常に精度よく一致していることが分かる．

特に狭ビームとなるグレーティングローブに関しても，方位角−10◦ ∼ 10◦の範囲で

見ても，推定精度の高さを確認することができる．

一方，図5.10(a)の±30◦以降に両パターンに乖離が見られる傾向があるが，5.3.1節

で説明した通りこれらは-55dB以下のノイズフロアによる影響であると考えられる．
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(a)アレーファクタ (−10◦ ∼ 10◦)

(b)推定したマルチアンテナパターン (−10◦ ∼ 10◦)

図 5.9: アンテナ配置 1·周波数 14GHz·H偏波におけるマルチアンテナ推定パターン
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(a)アンテナパターン (−180◦ ∼ 180◦)

(b)アンテナパターン (−10◦ ∼ 10◦)

図 5.10: 14GHz·H偏波のマルチアンテナパターンの推定値と実測値の比較
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5.4.3 V偏波におけるマルチアンテナパターン比較評価

図 5.11にV偏波におけるマルチアンテナパターン比較を行う．この結果において

も，推定値と実測値は精度よく一致していることが分かる．この結果，マルチアン

テナパターンの推定は偏波に関わらず精度が高いことが分かった．

5.4.4 14.5GHzにおけるマルチアンテナパターン比較評価

図 5.12にアンテナ配置 1·H偏波 ·14.5GHzにおけるアンテナパターンを示す．こ

こでは 14GHzに比べて周波数が高くなったことで波長が短くなり，グレーティング

ローブもより細かく発生しているが，14.5GHzにおいても推定値と実測値は精度よ

く一致していることが分かる．この結果から，アレーファクタによるマルチアンテ

ナパターン推定は異なる周波数においても有効であることが分かった．

5.4.5 2種類のアンテナ配置におけるマルチアンテナパターン比較評価

異なるアンテナ配置におけるマルチアンテナパターンの推定評価を行う．図 5.13

にアンテナ配置 2のマルチアンテナパターン結果を示す．また，図 5.14にアンテナ

配置 3の比較を示す．どちらも中心周波数 14GHz·H偏波に設定した．推定精度は，
アンテナ配置 2の方位角 5◦のヌル付近を除いてよく一致していることが分かる．ア

ンテナパターンのヌル部分は非常に電力レベルが低いため，雑音に対して大きく影

響を受ける．実用的には，隣接衛星間干渉を適切に回避するため，サイドローブの

ピーク値が規定されたEIRPマスクを抵触しているかどうかが焦点となる [120,121]．

つまり，マルチアンテナパターンのヌル点の電力は非常に小さいため，干渉に対す

る考察には影響を与えないと考えることができる．

これらの結果から，異なるアンテナ配置はマルチアンテナパターン推定誤差に大

きな影響を与えないということが分かった．



86

(a)アンテナパターン (−180◦ ∼ 180◦)

(b)アンテナパターン (−10◦ ∼ 10◦)

図 5.11: 14GHz·V偏波のマルチアンテナパターンの推定値と実測値の比較
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(a)アンテナパターン (−180◦ ∼ 180◦)

(b)アンテナパターン (−10◦ ∼ 10◦)

図 5.12: 14.5GHz·H偏波のマルチアンテナパターンの推定値と実測値の比較
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(a)アンテナパターン (−180◦ ∼ 180◦)

(b)アンテナパターン (−10◦ ∼ 10◦)

図 5.13: アンテナ配置 2·14GHz·H偏波のマルチアンテナパターンの推定値と実測値
の比較
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(a)アンテナパターン (−180◦ ∼ 180◦)

(b)アンテナパターン (−10◦ ∼ 10◦)

図 5.14: アンテナ配置 3·14GHz·H偏波のマルチアンテナパターンの推定値と実測値
の比較
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図 5.15: 14GHz·H偏波のマルチアンテナの XPDパターンの推定値と実測値の比較

(−5◦ ∼ 5◦)

5.4.6 マルチアンテナパターン推定の交差偏波識別度 (XPD)評価

マルチアンテナパターンの交差偏波識別度（Cross Polarization Discrimination:

XPD)の推定値と実測値の比較を行った．図 5.15に比較図を示す．これらは，ピー

ク値を正規化した上で比較を行っている．2アンテナはグレーティングローブを含め

て非常によく一致していることが分かる．マルチアンテナパターンの推定は，XPD

においても同程度の推定精度を示すことができた．

5.4.7 マルチアンテナパターン推定の誤差評価

最後に，アンテナパターンの推定値の実測値の誤差を評価する．図 5.16は誤差の

累積密度関数 (Cumulative Distribution Function: CDF)を表す．利得誤差は，図 5.10-

5.15における推定値と実測値の誤差を取得し，CDF·平均値 ·標準偏差を導出した．
本評価では，測定の信頼性を考慮し，アンテナパターン利得-40dB以下は反映しな
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図 5.16: 推定誤差の累積密度関数 (CDF) [dB]

いこととした．計算の結果，平均誤差は約 0dBとなり，標準偏差は 0.81となった．

ITU-R S580-90によると，90%のアンテナパターンにおいてレギュレーションのマ

スクを超過しないことが条件となっている．図 5.16の CDFでは，約 90%の領域で

1.0dB以下となっていることが分かる．マルチアンテナの推定パターンが誤ったと

仮定した場合，推定誤差の分マスクを超過する可能性が考えられる．このような問

題を回避するため，実用的には+1.0dBのマージンを与えた上で EIRPを設定するこ

とで，電力マスクの抵触を回避することが可能であると考えられる．
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5.5 まとめ

本章では，マルチアンテナを用いた地上局の実用化を想定し，アンテナパターン

測定の推定を検討し，精度に関する実験的検証を行った．2台のパラボラアンテナ

を用いた屋外試験によりアンテナパターンの実測値を取得し，推定値と比較した結

果，細かいグレーティングローブを含めて精度よく一致したことを確認した．具体

的には 90%の範囲で 1dB以下の誤差を見たし，2台のアンテナを用いたマルチアン

テナパターンの推定は実用的であることを確認した．
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第6章 総括

6.1 本研究のまとめ

本論文では，衛星MIMO技術を利用した衛星通信システムの更なる大容量化を目

的とし，伝送容量の拡張性が高い複数衛星およびマルチアンテナを利用した空間多

重方式に着目し，GEO衛星および LEO衛星における新たな衛星MIMOシステムを

提案した．さらにこれらのシステムに共通するマルチアンテナ地上局に必要なアン

テナパターン取得の簡易化に向けた推定手法の精度評価を行い，提案システムへの

適用の実用性について考察した．

第 2章では，MIMO伝送の概要を述べた上で，衛星通信のMIMO技術適用に関す

る解説を行った．

第 3章では，本研究の一つ目の研究である複数GEO衛星 ·マルチビームMIMOシ

ステムの説明を行った．従来のMIMO技術とは異なる，衛星MIMO特有の時間 ·周
波数非同期環境におけるMIMO伝送手法として，送信プリコーディング ·受信等化
技術を提案した．計算機シミュレーションによる伝送容量特性評価を行い，従来の

MIMO技術と比較して特性が向上することを示した．

第 4章では，もう一つの提案方式である，複数 LEO衛星MIMO(LEO-MIMO)シ

ステムの説明を行った．グローバルカバレッジを形成するために必要な複数衛星運

用を利用し，複数衛星からの同時伝送を同一周波数で行うことをMIMO技術によっ

て可能とし，伝送容量向上を図った．LEO特有のチャネル変動に対応するために制

御信号とデータ信号を分離して周波数割当を行い，これらを考慮した周波数利用効

率を従来の LEOシステムと比較し，特性評価を行った．

第 5章では，衛星MIMO技術を実用するにあたり必要不可欠となる，地上局での

マルチアンテナパターンの取得方法に着目した，地上局マルチアンテナパターンの
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実測定による推定精度評価を行った．MIMOのアンテナ配置は様々であるため，全

てのパラメータに基づいてアンテナパターンを取得することは困難となるため，本

研究ではアンテナ素子のみ実測によるパターン取得を行い，マルチアンテナパター

ンは計算により導出し，アレーパターンを取得することを検討した．このような推定

パターンが実測パターンと誤差がないことを確認するため，大規模アンテナパター

ン実験を行った．2台の 60cm径パラボラアンテナで周波数 ·偏波 ·アンテナ配置等
のパラメータを変えて測定，比較を行い，推定パラメータの精度が高いことを確認

した．

以上の提案システムの検討により，複数衛星およびマルチアンテナ地上局を用い

た衛星MIMO伝送により，GEO，LEOともに既存の衛星システムに比べて伝送容

量が大きく向上する性能を達成することができ，今後の更なる衛星通信の大容量化

に向けたMIMO伝送方式の可能性を広げることができた．また本方式の実用化にお

いて必須となる地上局のマルチアンテナパターン取得においても，簡易的に取得で

きる見通しを立てることができた．

6.2 今後の展望

大容量衛星MIMOの実現のためには，システム全体で一貫した様々な課題に着手

する必要がある．本論文における複数衛星 ·マルチアンテナを利用したMIMO伝送

技術により，UT単体に対するダウンリンクの伝送容量向上を達成できる伝送方式を

確立できた．一方で衛星サービスを利用する多数のUTに対してMIMO伝送を行う

場合，どのような指針でユーザを選択すれば，システムの伝送容量が最大化するか

という課題が存在する．マルチビーム衛星MIMOシステムであれば，各ビームに散

在するUTの一伝送あたりのユーザの選択によってチャネル相関が異なってくるし，

UTによって要求される伝送容量が異なる場合もある．LEO-MIMOであれば，UTと

通信する LEO衛星は，当該端末が存在するサービスエリア内外で，他のUTへの通

信も考慮しなければならない．このように，システム全体で伝送容量を最大化する

ための方式検討も考えなければならない．

またアップリンクもダウンリンクと同様に大容量化の検討を進めていく必要があ

る．アップリンクはダウンリンクに比べて送信時の時間 ·周波数同期が困難である
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ことから，今回の複数衛星MIMO検討に類似した時間 ·周波数非同期環境での検討
内容になることが考えられる．特に衛星通信は地上無線に比べて伝搬距離が長いた

め，遅延量が多大になり，異なるドップラー周波数や局部発振器による周波数誤差

が容易に発生する．さらにマルチユーザシステムにおいては，このような環境での

復調処理を複数ユーザに対して行う必要があり，干渉特性だけでなく，計算量の課

題にも取り組む必要がある．

実装面に関しては，時間-周波数非同期性といった，通常のMIMO伝送に比べて

劣悪環境であるために，実装面での課題が多数存在する可能性がある．本論文で結

論づけた大容量化の可能性を実現するため，今後は等化 ·周波数補償 ·チャネル推定
といった処理における実装面の検討を行い，実用化に向けた検討を行っていくこと

が必要である．アンテナパターン推定の課題に関しては，今回 2アンテナのみでの

基本特性検討となったが，さらにアンテナを追加した場合の推定精度への影響も考

察が必要である．

また，衛星MIMO適用の可能性の更なる追及として，実際の衛星軌道を考慮した

詳細なシミュレーション検討を行った上で大容量化の道筋を立て，最終的には実測

値によるチャネル容量検証も行っていく必要がある．その中で，さらに遮蔽物によ

るブロッキングにおける稼働率の劣化にも言及が必要である．特に都市部での衛星

通信を行う際に，建物によるブロッキングの影響が高確率で発生する．衛星MIMO

はマルチアンテナを用いることによる大容量化が主な目的であるが，アンテナ (また

は衛星)ダイバーシチ効果による稼働率の向上も期待できる．このような稼働率の観

点からも従来法との比較を行う必要がある．

このように，本研究によって衛星MIMOのダウンリンク大容量化を確立できたが，

これらのシステムを実用化するにあたり，今後も様々な検討領域に着手していく必

要がある．
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記号一覧

記号 パラメータ

C チャネル容量

Cm(t) m番衛星の制御信号

cm(t) m番衛星のベースバンド制御信号

c0 光速

dkl l番アンテナから k番アンテナまでのアンテナ間距離

fm m番衛星のサブチャネル周波数

f <data>
n n番目のデータ信号のサブバンド周波数

∆ fA 周波数推定器Aの周波数オフセット推定値

∆ fB 周波数推定器 Bの周波数オフセット推定値

∆ fC 周波数推定器 Cの周波数オフセット推定値

∆ frange 周波数推定器Aのスイープ周波数範囲

( f <m>
e ) m番衛星による時間周波数誤差の線形作用素

H チャネル行列

HLOS 直接波のチャネル行列

HNLOS 間接波のチャネル行列

H( f ) 周波数 f の関数となるチャネル行列

hkl 行列Hの k行 k列のチャネル成分

hkl( f ) 行列H( f )の k行 k列のチャネル成分

h<m>
kl m番衛星における l番送信アンテナから k番受信アンテナの

チャネル成分

Il l × lの対角行列
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記号 パラメータ

K ライスファクタ

M UT一機あたりのアンテナ数

N ユーザ端末 (User Terminal: UT)の台数

Nt 送信アンテナ数

Nr 受信アンテナ数

n 雑音ベクトル

P プリコーディング行列

P 衛星の総送信電力

p<m>
kl m番衛星における k行 l列のプリコーディング成分

R 周波数利用効率

r 受信信号ベクトル

rn 受信信号ベクトル rの n番目の受信信号

r(k)
i k番UTの i番アンテナの受信信号

S n,m(t) n番目の帯域のm番目の衛星のサブバンド信号

sn,m(t) n番目の帯域のm番目の衛星のベースバンドデータ信号

s 送信信号ベクトル

sn 送信信号ベクトル sの n番目の送信信号

s(k)
i k番UTの i番アンテナの受信信号

s’ 復調信号ベクトル

s′n 復調信号ベクトル s′の n番目の復調信号

s′(k)
i k番UTの i番の復調信号

T シンボル区間

Ts 自動周波数制御 (Auto Frequency Control: AFC)のスイープ区

間

Tu ユニークワード系列のシンボル区間

um m番衛星の既知信号

W 重み行列

W(m) m番UTの重み行列

W システムの総周波数帯域幅
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記号 パラメータ

W<c> 制御信号帯域幅

W<data>
n n番目のデータ信号帯域幅

W<GB> ガードバンド帯域幅

W<x> 送信信号 xの帯域幅

x プリコーディング送信ベクトル

α 正規化パラメータ

γ0 送受信アンテナが１つの場合の信号対雑音電力比 (Signal-to-

Noise power Ratio: SNR)

θ 位相角

∆θu ユニークワードの位相差

ϕ 位相オフセット

τ 受信タイミング誤差
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